
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

平成２１年度（第１回）長期優良住宅先導的モデル事業 

 

- (第 1 分冊) モデル事業の概要 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   平成２１年７月 

   独立行政法人 建築研究所 

 

 

 
 



 

 

 

 

平成２１年度（第１回）長期優良住宅先導的モデル事業 

－ (第１分冊) モデル事業の概要 － 

 

 

１．平成２１年度（第１回）長期優良住宅先導的モデル事業の概要 ------------------ １-１ 

１－１ 制度概要 ......................................................................................................................................................................... １-１ 

（１）モデル事業の主旨 ...................................................................................................................................................... １-１ 

（２）対象事業 ......................................................................................................................................................................... １-１ 

（３）提案部門 ......................................................................................................................................................................... １-３ 

（４）提案事業の要件 .......................................................................................................................................................... １-４ 

（５）先導的な提案の考え方および評価の視点 ..................................................................................................... １-８ 

（６）公開等超長期住宅普及・啓発効果の考え方および評価の視点 ...................................................... １-11 

（７）評価の実施方法 ....................................................................................................................................................... １-12 

（８）モデル事業の採択等の実施方法 ..................................................................................................................... １-12 

１－２ 公募・採択の経過 ................................................................................................................................................... １-14 

（１）第１回公募の経過 ................................................................................................................................................... １-14 

１－３ 総評・概評 ................................................................................................................................................................. １-18 

（１）第１回公募の総評・分野別評価 ..................................................................................................................... １-18 

（２）分野・個別項目の評価の解説（第１回） .................................................................................................. １-24 

 

【参考資料】 

超長期住宅先導的モデル事業における提案内容のとりまとめ 

（平成 20 年度 新築戸建住宅部門） ........................................................................................................... １-41 

 



1－1 

 

１．平成２１年度（第１回）長期優良住宅先導的モデル事業の概要 

 

１－１ 制度概要 

（１）モデル事業の主旨 

長期優良住宅先導的モデル事業は、「いいものをつくってきちんと手入れして長く大切に使

う」というストック社会の住宅のあり方について、具体の内容をモデルの形で広く国民に提示

し、技術の進展に資するとともに普及啓発を図ることを目的としている。 

この観点から、先導的な材料・技術・システムが導入されるものであって、住宅の長寿命化

に向けた普及啓発に寄与するモデル事業の提案を公募によって募り、優れた提案に対して、予

算の範囲内において、国が事業の実施に要する費用の一部を補助するものである。 

※本事業は、平成２０年度から引き続いて行うものであるが、「長期優良住宅の普及の促進に

関する法律」の成立を踏まえ、事業名が「超長期住宅先導的モデル事業」から「長期優良

住宅先導的モデル事業」に変更されている。  

 

（２）対象事業 

①補助を受ける者 

補助を受ける者は、以下を対象としている。原則として提案をし、採択を受けた者が補助

を受ける者となる。請負事業等で建築主が応募時点では未定のものについては、建築主と採

択を受けた建設業者等がグループとして補助を受けることとなる。 

・建築主等（個人、住宅供給事業者、建築主と建設関連事業者等のグループ等） 

・維持管理・流通等のシステムを整備する者 

・提案に係る技術の検証（居住者実験、社会実験）を実施する者 

・提案に係る情報提供及び普及(展示用住宅、展示用模型の整備等)を実施する者 

②補助額 

補助額は、次のａ）に掲げる建設工事等に係る補助額とｂ）に掲げる諸経費の合計となる。

補助金の額については、提案された内容について評価委員会の評価に基づき予算の範囲内で、

応募書類に記載された金額及び事業計画等を総合的に考慮して決定される。 

ａ）建設工事等に係る補助額 

補助金の交付対象となる費用（国費）は次に掲げるものとする。 

○設計費 

住宅の長寿命化に係る建築設計費として、特に必要があるものとして評価委員会により

認められたものの２／３以内の額。 

○住宅の新築に係る費用 

１戸当たりの補助金の額（国費）の上限は 200 万円（特別な場合はこれを超えること

もできる）。１地区あたり（団地、共同住宅）の補助額の上限は２億円。 

補助額の算定は、次の２つの方式のいずれかから選択。 
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・全体計算方式 

補助金の額（国費）を建設費の１割以内として算定。 

・比較設計方式 

建築基準法相当の設計と合わせて先導的提案の設計による工事を行った場合と、先導

的提案の設計による工事を行わなかった場合の工事費の差額の２／３以内の額。 

○既存住宅等の改修に係る費用 

１戸当たりの補助金の額（国費）の上限は 200 万円（特別な場合はこれを超えること

もできる）。１地区あたり（団地、共同住宅）の補助額の上限は２億円。 

ⅰ）新築に準ずる既存住宅等の改修 

※「新築に準ずる既存住宅等の改修」とは、構造躯体の改修を伴わない範囲で他の部分

全体についてやむを得ないものを除き基準に適合するよう改修が行われていると認

められるもの、又は、構造躯体の全体若しくは大部分にわたって基準に適合するよう

改修を行うとともに、その他の部分についても可能な範囲内で基準に適合するよう改

修が行われていると認められるものとする。 

補助額の算定は、次の２つの方式のいずれかから選択。 

・全体計算方式 

補助金の額（国費）を改修費の１割以内として算定。 

・比較設計方式 

（４）に示す基本性能を向上させるための改修と合わせて先導的提案の実現のための

改修を行う場合と、従前と同じ状態を復元する場合の工事費の差額の２／３以内の額。 

ⅱ）新築に準ずる既存住宅等の改修以外の改修 

改修方法自体が特に先導的で、長期優良住宅の普及に寄与すると考えられる改修工事

部分の改修費の２／３以内の額。先導的な改修を行わない場合との比較設計により算

出。 

○維持管理・流通等のシステムの整備費 

システムの整備に要する費用及びこの運用に係る経費の２／３以内の額。 

○技術の検証費用 

居住者実験、社会実験等に係る費用（経費）の２／３以内の額。実験に際し住宅の整備

を行う必要がある場合は、下記の「情報提供及び普及費用」に準じて取り扱う。 

○情報提供及び普及費用 

展示用住宅（展示期間中の減価償却に要する費用）、展示用模型等の整備に係る費用等

の２／３以内の額。 

ｂ）諸経費 

ａ）の建設工事等に係る補助額（国費）の２．２％以内の額で別途定める経費を諸経費

として補助する。 
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（３）提案部門 

次の①～⑤の部門のいずれかに該当する先導的提案を対象としている。 

①住宅の新築部門 

戸建て住宅又は共同住宅の新築住宅が対象。戸建住宅については、「木造等循環型社会形

成部門」、「維持管理流通強化部門」、「まちなみ・住環境部門」、「自由課題部門」を設ける。

なお、共同住宅については、部門を設けず「共同住宅」としてまとめて取り扱う。同一の

提案内容では、複数の部門の提案はできないものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案は、以下に示す「個別提案」又は「システム提案」のいずれかによる。 

【個別提案】 

当該モデル事業に係る住宅を整備する場所（住宅の新築の場合は敷地、既存住宅等の

改修の場合は当該住宅）が確定している場合（一団の住宅地としての提案を含む。）。 

【システム提案】 

当該モデル事業を実施する敷地が確定していない場合で、長期優良住宅の生産方式や

維持管理方式等の仕組みとして提案するもの。 

②既存住宅等の改修部門 

戸建て住宅又は共同住宅の既存住宅等の改修が対象。 

※具体的には、耐久性・耐震性等、既存住宅等の性能の向上、維持管理流通強化、改修技

術の向上のための体制整備、改修の効果の普及啓発等の取り組みが対象となる。 

構造・工法や分譲・賃貸の別などに制限はない。提案は、①で示した「個別提案」又は

「システム提案」のいずれかによる。 

③維持管理、流通等のシステムの整備部門 

建築後、住宅を適切に維持管理・流通等を行うためのシステム（仕組み）を対象とする

もの。具体的には、住宅の長寿命化に寄与する履歴情報の整備、点検・修繕等のための新

たな仕組み、既存住宅の評価の表示などの流通促進に関する仕組み等が対象となる。設計

や建設を目的としたシステムは対象外。また、個々の事業者や一定の資本系列の事業者、

  

 

木造等循環型社会形成部門 
 

維持管理流通強化部門 
戸建て住宅  

まちなみ・住環境部門 
 

住宅の新築           自由課題部門 

 

 

共同住宅 
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一定のフランチャイズ事業者のみが利用することを目的としたシステム整備も対象外。 

④技術の検証部門 

先導的な提案に係る「居住者実験」、「社会実験」等が対象。「居住者実験」は、例えば建

設したモデル住宅について、実際に居住者に住んでもらいながら実施する間取りの変更等

の実験を想定している。「社会実験」は、例えば考案した住宅の流通システム等を試行する

場合を想定している。今後開発実用化するための検証は応募対象とならない。 

⑤情報提供及び普及部門（展示部門） 

展示用住宅の整備、展示用模型の整備、その他の情報提供及び普及を対象とする。展示

用住宅については、新築住宅だけではなく既存住宅等の改修も含まれる。共同住宅の展示

用住宅は、住棟の一部を利用する場合のほか、販売センター等に建設するモデルルームも

対象となる。 

展示用模型については、先導的な内容を説明するためのものに限る。展示期間について

は原則１年以上とする。ただし、特定のイベント期間の展示等やむを得ない事情によりこ

れ以下の期間とすることが必要な場合はこの限りではない。 

自社で発行する雑誌等において技術情報を提供するようなものについては対象外。また、

個々の事業者等の内部での普及及び啓発の場合は応募申請の対象とならない。 

 

（４）提案事業の要件 

提案事業は、次の全ての要件に該当するものであることが必要とされている。 

ａ）先導的な材料・技術・システム等が導入されるなど、長期優良住宅にふさわしい提案

や創意工夫を含むものであること。 

ｂ）公開などにより、長期優良住宅の普及・啓発に効果が高いと認められるものであるこ

と。 

ｃ）「住宅の新築」については、原則として、「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」

（平成 20 年 12 月 5 日公布、平成 21 年６月４日施行。以下、単に「法」という。）

第６条に規定する長期優良住宅建築等計画の認定基準を満たすものであること。法施

行後は、法施行前に建築確認申請を行っているものをのぞき、法第５条に規定する長

期優良住宅建築等計画の認定を受けることが必要である。 

  ※認定基準については、平成 21 年度 2 月 24 日に「長期使用構造等とするための措

置及び維持保全の方法の基準（平成 21 年国土交通省告示第 209 号）」等が公布さ

れ、その内容が定められている。認定基準の概要は表１のとおりであるが、詳細な

内容は以下のホームページを参照されたい。 

 

   国土交通省ホームページ： 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000006.html 
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ｄ）平成２１年度に事業に着手するものであること※。（平成２１年度募集分のみ） 

  ※住宅の新築、既存住宅等の改修については、実施設計の開始又は着工するものを対

象とする。提案事業の評価を踏まえ、国土交通省が補助対象事業を選定する時点で、

すでに着手をしている事業は原則として対象にならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜公募する提案事業の部門＞             ＜提案の要件＞ 

 

①住宅の新築 

 

 

②既存住宅等の改修 

③維持管理・流通等のシステムの整備 

④技術の検証 

⑤情報提供及び普及 

 

長期優良住宅建築等計画の認定 

＋ 

先導的な提案 

＋ 

公開等長期優良住宅普及への寄与

先導的な提案 

＋ 

公開等長期優良住宅普及への寄与 
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表１ 長期優良住宅建築等計画の認定基準（「住宅の新築」の場合のみ）の概要 

「住宅の新築」部門での提案は、長期優良住宅建築等計画の認定基準を満たすことが必要である。その概要は以

下のとおりであるが、具体的な内容は、「長期使用構造等とするための措置及び維持保全の方法の基準（平成 21

年国土交通省告示第 209 号）」を確認されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性能項目等 概 要

劣化対策 ○数世代にわたり住宅の構造躯体が使用できること。

・通常想定される維持管理条件下で、構造躯体の使用継続期間が少なくとも100年程度となる措置。

〔鉄筋コンクリート造〕

・セメントに対する水の比率を低減するか、鉄筋に対するコンクリートのかぶりを厚くすること。

〔木造〕

・床下及び小屋裏の点検口を設置すること。

・点検のため、床下空間の一定の高さを確保すること。

耐震性 ○極めて稀に発生する地震に対し、継続利用のための改修の容易化を図るため、損傷のレベルの低
減を図ること。

・大規模地震力に対する変形を一定以下に抑制する措置を講じる。

〔層間変形角による場合〕

・大規模地震時の地上部分の各階の安全限界変形の当該階の高さに対する割合をそれぞれ1/100
以下(建築基準法レベルの場合は1/75以下)とすること。

〔地震に対する耐力による場合〕

・建築基準法レベルの１．２５倍の地震力に対して倒壊しないこと。

〔免震建築物による場合〕

・住宅品確法に定める免震建築物であること。

維持管理・更新の容
易性

○構造躯体に比べて耐用年数が短い内装・設備について、維持管理（清掃・点検・補修・更新）を容易
に行うために必要な措置が講じられていること。

・構造躯体等に影響を与えることなく、配管の維持管理を行うことができること

・更新時の工事が軽減される措置が講じられていること 等

可変性 ○居住者のライフスタイルの変化等に応じて間取りの変更が可能な措置が講じられていること。

〔共同住宅〕

・将来の間取り変更に応じて、配管、配線のために必要な躯体天井高を確保すること。

バリアフリー性 ○将来のバリアフリー改修に対応できるよう共用廊下等に必要なスペースが確保されていること。

・共用廊下の幅員、共用階段の幅員・勾配等、エレベーターの開口幅等について必要なスペースを
確保すること。

省エネルギー性 ○必要な断熱性能等の省エネルギー性能が確保されていること。

・省エネ法に規定する平成11年省エネルギー基準に適合すること。

居住環境 ○良好な景観の形成その他の地域における居住環境の維持及び向上に配慮されたものであること。

・地区計画、景観計画、条例によるまちなみ等の計画、建築協定、景観協定等の区域内にある場合

には、これらの内容と調和が図られること。

住戸面積 ○良好な居住水準を確保するために必要な規模を有すること。

〔一戸建ての住宅〕

・75㎡以上（2人世帯の一般型誘導居住面積水準）

〔共同住宅等〕

・55㎡以上（２人世帯の都市居住型誘導居住面積水準）

※一戸建ての住宅、共同住宅等とも、少なくとも１の階の床面積が40㎡以上(階段部分を除く面積)

※一戸建ての住宅、共同住宅等とも、地域の実情に応じて引上げ・引下げを可能とする。ただし、一
戸建ての住宅55㎡、共同住宅等40㎡(いずれも１人世帯の誘導居住面積水準)を下限とする。

維持保全計画 ○建築時から将来を見据えて、定期的な点検・補修等に関する計画が策定されていること。

・維持保全計画に記載すべき項目については、①構造耐力上主要な部分、②雨水の浸入を防止す
る部分及び③給水・排水の設備について、点検の時期・内容を定めること。

・少なくとも10年ごとに点検を実施すること。
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長期優良住宅認定基準のイメージ（木造戸建住宅） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長期優良住宅認定基準のイメージ（ＲＣ造共同住宅） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

劣化対策等級３に加えて、
・床下及び小屋裏の点検口を設置。
・床下空間に330mm以上の有効高さを確保。

数世代にわたり住宅の構造躯体が使用できる
こと

・維持管理対策等級（専用配管）等級３

構造躯体に比べて耐用年数が短い内装・設備につ
いて、維持管理（清掃・点検・補修・更新）を容易に
行うために必要な措置が講じられていること。

必要な断熱性能等の省エネルギー性
能が確保されていること。
・省エネルギー対策等級４

建築時から将来を見据えて、定期的な点検・補
修等に関する計画が策定されていること

良好な景観の形成その他の地域における居住環境の維持及び向上に配慮されたものであること。

・構造耐力上主要な部分、雨水の浸入を防止する
部分及び給水・排水設備について点検の時期・
内容を定めること。

・少なくとも10年ごとに点検を実施すること。

良好な居住水準を確保するために必要な規模を有すること。

・７５㎡以上（2人世帯の一般型誘導居住面積水準）、かつ、住戸内の
一つの階の床面積が４０㎡以上

※地域の実情に応じて引上げ・引下げを可能とする。ただし、５５㎡（１
人世帯の誘導居住面積水準）を下限とする。

極めて稀に発生する地震に対し、継続利用のため
の改修の容易化をはかるため、損傷のレベルの低
減をはかる。

次のいずれかの措置を講じる。
・免震建築物であること。
・大規模地震時の地上部分の各階の安全限界変
形の当該階の高さに対する割合をそれぞれ1/40
以下とする。（層間変形角を確認）
・耐震等級（倒壊等防止）の等級２とする。

劣化対策

維持管理・更新の容易性

長期に利用される構造躯体において対応
しておくべき性能

計画的な維持管理

住戸面積

居住環境

耐震性

 
数世代にわたり住宅の構造躯体が使用できる
こと

（間取りの変更のイメージ）

劣化対策等級３に加えて以下のいずれかの措
置を講じること。
・水セメント比を45%以下とする、
・水セメント比を50%以下とし、かつ、かぶり厚

を１ cm増やす。

構造躯体に比べて耐用年数が短い内装・設備について、維持管理（清掃・点検・補修・更
新）を容易に行うために必要な措置が講じられていること。

・維持管理対策等級（専用配管・共用配管）等級３

・更新対策等級（共用排水管）等級３

※専用部に立ち入らず共用配管を維持管理等することができることとの代替措置を規定。

良好な景観の形成その他の地域における居住環境の維持及び向上に配慮されたものであること。

①必要な断熱性能等の省エネルギー性
能が確保されていること。

・省エネルギー対策等級４

②将来のバリアフリー改修に対応できる
よう共用廊下等に必要なスペースが確
保されていること。

・高齢者等対策等級（共用部分）３

※手すり・段差については対象としない。

居住者のライフスタイルの変化等に応じて間取
りの変更が可能な措置が講じられていること。
・2,650mm以上の躯体天井高を確保。

良好な居住水準を確保するために必要な規模を有すること。
・５５㎡以上（２人世帯の都市居住型誘導居住面積水準） 、かつ、住戸内の一つの階の床
面積が４０㎡以上

※地域の実情に応じて引上げ・引下げを可能とする。ただし、４０㎡（１人世帯の誘導居住
面積水準）を下限とする。

劣化対策

耐震性 長期に利用される構造躯体において対応
しておくべき性能

維持管理・更新の容易性

居住環境

計画的な維持管理

住戸面積

可変性

極めて稀に発生する地震に対し、継続利用のた
めの改修の容易化をはかるため、損傷のレベ
ルの低減をはかる。

次のいずれかの措置を講じる。
・免震建築物であること。
・大規模地震時の地上部分の各階の安全限界

変形の当該階の高さに対する割合をそれぞ
れ1/100以下とする。（層間変形角を確認）

・耐震等級（倒壊等防止）の等級２とする。

建築時から将来を見据えて、定期的な点検・
補修等に関する計画が策定されていること

・構造耐力上主要な部分、雨水の浸入を防止
する部分及び給水・排水設備について点検
の時期・ 内容を定めること。

・少なくとも10年ごとに点検を実施すること。



1－8 

 

（５）先導的な提案の考え方及び評価の視点 

１．全体の考え方について 

・住宅の長寿命化に資する新しい技術の進展に寄与 

・中小事業者等の技術基盤強化や履歴情報の整備等、長期優良住宅の普及のための体制や

しくみの整備に寄与 

・長期優良住宅の仕様が標準化されるなど、一般に普及する契機となる 

２．部門別の考え方について※ 

※ 平成 20 年度の評価等を踏まえ、以下のとおり記載している。（平成２１年度第１回募集要領より

抜粋） 

（1）住宅の新築について 

① 戸建て住宅の提案について 

住宅の新築のうち戸建て住宅の提案においては、平成２０年度のモデル事業におい

て数多くの提案が寄せられ長寿命化のための知見の蓄積が一定程度なされたことを踏

まえ、現在取り組みが十分でなく、今後、取り組みの強化が求められるテーマに重点

を置くため、新たに、「木造等循環型社会形成部門」、「維持管理流通強化部門」、「まち

なみ・住環境部門」を設定した。この３テーマ以外の提案も従来の方法により、自由

課題部門として提案が可能である。各部門に応募するためには、当該部門のテーマに

対応した先導的な提案を含むことが必要となる。 

なお、同一の提案内容では、複数の部門の提案はできないものとする。 

【部門】 

 ①－１ 木造等循環型社会形成部門－戸建て－ 

  地球温暖化の防止及び循環型社会の形成の観点から、国産材の活用により、国内の

森林の適正な整備及び保全に寄与すること、国産材等地域材の活用により地域におけ

る住宅関連産業の振興と経済の活性化に寄与すること等をテーマとするもの。 

 （具体例） 

  ・林業・木造産業等との連携 

  ・地産地消等の取り組み 

  ・部品、部材の円滑な交換、確保体制の整備等 

  ・技能の継承   等 

※木造住宅市場の体制整備等については、「地域木造住宅市場活性化推進事業」の活用

が可能であるので、参考とすること。 

（ホームページ：http://www.mlit.go.jp/report/press/house04_hh_000051.html) 

 

 ①－２ 維持管理流通強化部門－戸建て－ 

  履歴情報の整備・保管、適確な点検修繕のための体制整備、既存住宅の流通が進む

ための工夫・仕組みの整備等により既存住宅流通市場の活性化を図ること等をテーマ

とするもの。 

  （具体例） 

  ・維持管理点検体制の整備 



1－9 

 

（チェック体制、第三者による住宅履歴情報の保管等） 

  ・居住者の維持管理を誘導する仕組みの導入 

（サポート体制、入居者参加の仕組みの導入等） 

  ・管理組合の支援 

  ・部品、部材の円滑な交換、確保体制の整備 

（トレーサビリティの確保、ＣＨＳの思想にもとづく設計、規格化・モデュー       

ル化   等） 

  ・住み替え支援など既存住宅の流通支援   等 

 ※住宅履歴情報の保存に係る検討にあたっては、「住宅履歴情報整備検討委員会」(委員

長：野城智也東京大学教授)において検討が進められているので、当該委員会での検討

状況を参考とすること。 

（ホームページ：

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000001.html ) 

 

 ①－３ まちなみ・住環境部門－戸建て－ 

  団地や複数の住棟等において景観、まちなみの形成・維持管理の実施や、個々の住

宅において地域の気候風土や住文化に調和したデザインとすること等により良好なま

ちなみ・住環境の整備を図ること等をテーマとするもの。 

  （具体例） 

  ・良好な景観、まちなみの形成と維持管理体制の整備 

  ・住宅団地のコモンスペースの整備 

  ・地域の気候風土や住文化との調和したデザインの住宅整備 

  ・地域の一般市街地における良好なまちなみ形成を誘導する住宅整備   等 

 

①－４ 自由課題部門－戸建て－ 

上記の部門以外の提案を設定している。先導的な分野が明確な場合は、そのテー

マを明示する。また、幅広く提案する場合はその旨を明示する。 

 

 ② 共同住宅の提案について 

共同住宅の提案については、部門は設けていないが、戸建て住宅と同様に「維持管

理流通強化」、「まちなみ・住環境」をはじめとし、積極的な提案を求めている。 

具体的には、次のようなものが想定される。 

（具体例） 

・構造躯体について、耐久性を高めるもの 

・間取りの自由度を確保した設計とするなど可変性に配慮したもの 

・容易に維持管理ができるような工夫が導入されているもの 

・維持管理点検体制の整備を行うもの 

・景観、まちなみの形成に配慮したもの   等 
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（2）既存住宅等の改修について 

既存住宅等の改修については、積極的な提案を求めている。具体的には、以下の項目

において複数にわたる取り組みや一の項目で特に優れた取り組みなどを期待している。 

（具体例） 

 ○耐久性・耐震性等、既存住宅等の性能の向上 

・全面的な改修により耐久性、耐震性、省エネ性等の性能を一体的に向上させるもの 

・全面的な改修ではないが、内装設備の交換や一部の改修により既存住宅等の価値を

合理的かつ効果的に高めるもの 

・耐久性、耐震性、省エネ性等の性能の向上とあわせて、外観の修景等を行い、地域

のまちなみ形成に資するもの 

・既存住宅等に住まいながら施工可能な工法の採用等、居住者に配慮するもの 

・施工性、普及性の高い工法を採用するもの   等 

 ○維持管理流通強化 

・改修の機会をとらえ、既存住宅等の評価や改修時の履歴情報の作成保管、保証等を

伴うもの   等 

 ○改修技術の向上のための体制整備 

・既存住宅の躯体等を簡易・適確に診断・評価を行うシステムを提案するもの 等        

○改修の効果の普及啓発 

・改修の効果を公開等によりわかりやすく提示するもの   等 

 

（3）維持管理・流通等のシステムの整備について 

維持管理・流通等のシステムについては、積極的な提案を求めている。具体的には次

のようなものが想定される。 

（具体例） 

○住宅の維持管理等の支援 

・住宅履歴情報の整備 

（住宅の設計、維持管理、改修等の情報の適切な管理にあたり、一の事業者だけでな

く幅広い者の取り組みを支援するもの、先導性が高く、モデル性の高いもの 等） 

・点検、修繕等を円滑かつ確実に行う仕組みの構築   等 

     ○住宅の流通等の支援 

・既存住宅の性能、品質、取引価格に関する情報提供の充実 

・既存住宅の評価、表示 

・買取、借上など流通促進に関する仕組みの構築 

・長期優良住宅の建設・取得等を支援する新たな住宅ローン等金融システムの枠組み

の整備   等 

 ※住宅履歴情報の保存に係る検討にあたっては、「住宅履歴情報整備検討委員会」(委

員長：野城智也東京大学教授)において検討が進められているので、当該委員会で

の検討状況を参考とすること。 

（ホームページ： 
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http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000001.html ) 

 

（4）技術の検証について 

住宅の長寿命化に必要な技術を導入するに当たり必要となる実証実験、社会実験等で、

具体的には、次のようなものが想定される。 

（具体例） 

 ○長寿命化に資する技術についての検証 

・施工性や居住性の確保のための居住者実験 

・多様な技術を総合化した場合の技術の検証 

・長期優良住宅の整備・改修等に有用な技術の実用段階における検証等 

 ○ビジネスモデルの検証 

・新しい技術・システムを実務的に検証するための社会実験等 

※基礎的な技術開発については、「住宅・建築関連先導技術開発助成事業」の活用が可能

であるので、参考とすること。 

（ホームページ： 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/sendou/H21jigyougaiyou/01_H21sendougijutsu.html ） 

 

（5）情報提供及び普及について 

情報提供及び普及については、次のようなものが想定される。 

（具体例） 

・個々の事業者の特定の技術・商品・工法等の広報のみを目的としない中立性・公

平性の高い住宅の長寿命化一般に関する展示・普及 

・個々の事業者や一の資本系列の事業者等による長期優良住宅の展示については、

長期優良住宅の提案に関する展示の工夫がされているもの等先導性・普及性が特

に高いもの 

・時間の経過を加味し先導的な取り組みを本格的に実感できるもの、既存住宅等の

改修効果を提示する必要なものなど、通常の住宅の展示を超えた工夫がみられる

もの   等 

 

（６）公開等長期優良住宅普及・啓発効果の考え方及び評価の視点 

公開等の長期優良住宅の普及・啓発効果そのものが評価の対象となるが、国民に身近なとこ

ろで具体のものを見せる機会を創出することでの住宅の長寿命化への理解を促進するものと

しては、次のようなものを想定し、評価を行うこととしている。特に、住宅の新築、改修につ

いては、少なくとも現地見学１回以上、又はこれと同等以上の現地の公開等の情報提供が必要

となる。 

（具体例） 

・ 公開等について国民がアクセスしやすいよう工夫されているか、効果等を理解し

やすい方法で提示しているかなどの普及啓発効果の高いもの 
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・ 全国で展開しているものや、各地域の提案をバランス良く評価するなど広い範囲

に展開がなされているもの 

・ 街並み形成を含むなどプロジェクト自体の発信力（インパクト）のあるもの 

 

（７）評価の実施方法 

①評価の実施体制 

提案事業の採択にあたり、応募提案は、独立行政法人建築研究所に設置する学識経験者

からなる長期優良住宅先導的モデル事業評価委員会（以下「評価委員会」という。）におい

て評価が行われた。評価委員会の委員及び専門委員名は、表２のとおり。 

 

② 評価の手順 

提案書の評価は、独立行政法人建築研究所に設置された当評価委員会において、評価委

員及び建築研究所所属の研究者を主体とする専門委員が実施した。今回、住宅の新築・戸

建てについて設けられた「木造等循環型社会形成部門」、「維持管理流通強化部門」、「まち

なみ・住環境部門」については、当該部門を担当する評価委員・専門委員が評価を実施し

た。自由課題部門等については、個別項目にある耐震性、耐久性、省エネをはじめとする

性能分野のうち、提案内容の主たる分野の担当委員が中心となって評価を実施した。 

また、住宅の新築・戸建てに新たに設定された部門については、今回初めてのことでも

あり、適切な部門で提案されていないものがあった。特に、自由課題部門には多くの提案

があったが、その主眼が新たに設定された部門と重なっているものも多くあった。このた

め評価にあたっては、提案内容に合ったそれぞれの専門分野の担当委員が中心となって評

価を行った。 

評価にあたり、「住宅の新築」部門については、平成２０年度と同様に、性能分野ごと

の評価と全般的な観点からの評価を併せて行うことを基本とし、原則としてヒアリングは

行わず、不明な点等については追加の資料請求等を行い、評価結果を決定した。 

なお、平成２０年度超長期住宅先導的モデル事業に採択されている提案もあったが、そ

れらについても、その実施状況や前回提案からの変更点等に留意しつつ、採択されていな

い提案と同様に、同じ評価基準で評価した。 

 

（８）モデル事業の採択等の実施方法 

評価委員会の評価をもとにした独立行政法人建築研究所の報告を受けて、国土交通省が採択

プロジェクトを決定し、応募者に通知した。 

補助対象となる事業については原則として採択通知日以降の着手とする必要がある。なお、

これに反している場合は、補助金は受けられない。 
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表 2 長期優良住宅先導的モデル事業評価委員会・委員及び専門委員名簿（平成 21 年度第１回） 

委員長  巽 和夫  京都大学名誉教授 

委  員  秋元 孝之  芝浦工業大学教授 

委  員  浅見 泰司  東京大学教授 

委  員  安藤 直人  東京大学教授 

委  員  五十田 博  信州大学准教授 

委  員  小松 幸夫  早稲田大学教授 

委  員  坂本 功  東京大学名誉教授 

委  員  勅使川原 正臣  名古屋大学教授 

委  員  中川 雅之  日本大学教授 

委  員  松村 秀一  東京大学教授 

委  員  三井所 清典  芝浦工業大学名誉教授 

委  員  野城 智也  東京大学教授 

専門委員  本橋 健司  芝浦工業大学教授 

専門委員  有川 智  独立行政法人建築研究所 住宅・都市研究グループ上席研究員

専門委員  岩田 司  独立行政法人建築研究所 住宅・都市研究グループ上席研究員

専門委員  鹿毛 忠継  独立行政法人建築研究所 材料研究グループ上席研究員 

専門委員  河合 直人  独立行政法人建築研究所 構造研究グループ上席研究員 

専門委員  古賀 純子  独立行政法人建築研究所 材料研究グループ主任研究員 

専門委員  澤地 孝男 
 独立行政法人建築研究所 環境研究グループ兼防火研究 

 グループ長 

専門委員  中島 史郎  独立行政法人建築研究所 建築生産研究グループ上席研究員 

専門委員  布田 健  独立行政法人建築研究所 建築生産研究グループ主任研究員 

専門委員  萩原 一郎  独立行政法人建築研究所 防火研究グループ上席研究員 

専門委員  濱崎 仁  独立行政法人建築研究所 材料研究グループ主任研究員 

専門委員  武藤 正樹  独立行政法人建築研究所 建築生産研究グループ主任研究員 

（平成 21 年度 5 月 11 日現在、敬称略、五十音順） 
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１－２ 公募・採択の経過 

（１）第１回公募の経過 

①公募期間 

平成２１年２月４日（水）～３月１６日（月） 

 

②応募状況 

第 1 回募集は、平成２０年度と同様に「住宅の新築」「既存住宅等の改修」「維持管理・

流通等のシステムの整備」「技術の検証」「情報提供及び普及」の各々の部門での提案募集

がされたが、今回は、住宅の新築のうち戸建て住宅については、新たに「木造等循環型社会

形成部門」「維持管理流通強化部門」「まちなみ・住環境部門」の部門を設けて行われたが、

平成２０年度第２回とほぼ同数の３１１件の応募があった。 

応募の内訳としては、「住宅の新築」部門が全体の４分の３を占め、そのうち、戸建て住

宅が大多数を占め、共同住宅の提案は極めて少数であった。「既存住宅等の改修」は若干増

えたものの、「維持管理・流通等のシステムの整備」等の部門への応募は、前回と同様に少

数であった。 

 

＜第１回公募 応募状況＞ 

 

 

 

 

 

 

 

部門 応募件数 

住宅の新築 戸建て 木造等循環型社会形成部門 ５３

２２０

 

維持管理流通強化部門 ２５

まちなみ・住環境部門 ２１

自由課題部門 １２１
テーマ有 ４１

テーマ無し ８０

共同住宅 １２  

既存住宅等の改修 ４３

維持管理・流通等のシステムの整備 ２２

技術の検証 ２

情報提供及び普及 １２

合計 ３１１
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③採択提案 

審査の結果、長期優良住宅先導的モデル事業（平成２１年度第１回）における採択提案は

以下のとおりであった。 

      なお、新築・戸建ての自由課題部門で提案されたものの評価にあたっては、提案内容に合

った専門分野の担当委員が中心となって評価を行なったが（１－１．（７）②評価の手順参照。）、

自由課題部門に提案された 121 件のうち、47 件は木造等循環型社会形成の分野、12 件は

維持管理流通の分野、１件はまちなみ・住環境の分野の担当委員が主に評価した。それ以外

の６１件は、個別項目にある性能分野のうち提案内容の主になる担当委員が中心となって評

価を実施した。 

 

＜平成２１年度第１回 採択提案数 集計表＞ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※なお、採択件数のうち、３件（住宅の新築・既存住宅等の改修）の取り下げがあった。 

（平成２２年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部門等 採択数 

住宅の新築 戸建て 木造等循環型社会形成分野 24 

54  
維持管理流通強化分野 13 

まちなみ・住環境分野 7 

その他の分野 10 

共同住宅 4  

既存住宅等の改修 9  

維持管理・流通等のシステムの整備 6  

技術の検証 0  

情報提供及び普及 2  

合計 75  
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■第１回採択提案 
  新築・戸建て

 木造等循環型社会形成の分野に係る提案

提案名 提案者 提案があった部門等

With One Tree
with one attachment（愛着と共に）

株式会社ウィズ・ワン 自由課題部門

「宮城の伊達な杉・みちのく奥州杉」の家 株式会社山大 木造等循環型部門

東京/森の木の家プロジェクト2 東京家づくり工務店の会 自由課題部門

『彩樹の家-Ⅱ』～地場県産材を用いた長期優良住宅事業～ 株式会社高砂建設 木造等循環型部門

I　WILL　「経年美家」
MY　CUBE　「経年美家」

山佐産業株式会社 木造等循環型部門

土塗壁木造住宅の高断熱化普及促進事業 東濃地域木材流通センター 木造等循環型部門

「ぐんま森林物語」～森林資源活用と地域振興・人材育成ネットワーク～ 株式会社斉藤林業 木造等循環型部門

ミサワインターナショナル「HABITA長期優良住宅先導的モデル」 ミサワインターナショナル株式会社 自由課題部門

チルチンびと・地域主義住宅 チルチンびと「地域主義工務店」の会 自由課題部門

『伝統文化を現代に取り入れ、融合させる住まい』先導的モデル QBC・優良工務店の会　北陸支部 自由課題部門

いいだのいい家～I.D.S長期優良住宅モデル～ 株式会社飯田産業 自由課題部門

木住協ながい木の家モデル　地域に根ざす装いの家 木住協グループ 自由課題部門

国産低密度木材の金物フレーム構法を用いた長寿命住宅 昭和住宅株式会社 自由課題部門

P＆C-MJ200・長期住宅プロジェクト 株式会社ノダ 自由課題部門

長期優良住宅スモリの家 スモリ工業株式会社 木造等循環型部門

岐阜美濃の家　木の国プロジェクト 丸平建設株式会社 木造等循環型部門

MyForest-大樹（長期優良モデル事業21）
MyForest-BF-SI（長期優良モデル事業21）
MyForest-北海道（長期優良モデル事業21）

住友林業株式会社 木造等循環型部門

200年住宅コンソーシアムによる建築主サポートシステム提案 株式会社エヌ・シー・エヌ 木造等循環型部門

木造ドミノ住宅 木造ドミノ研究会 自由課題部門

谷川建設木材循環型長期優良住宅モデル 株式会社谷川建設 木造等循環型部門

良家（よか）net九州のよか家 良家（よか）net九州 自由課題部門

丹沢桧で造る相模の家・Ⅰ 新進建設株式会社 自由課題部門

循環する自然の環の中で暮らす-檜良太郎の家- 新日本建設株式会社 木造等循環型部門

アイ・ホームの宮崎県産長期優良住宅先導的モデル アイ・ホーム株式会社 自由課題部門

 維持管理流通強化の分野に係る提案

提案名 提案者 提案があった部門等

住まい手実効型家づくり提案「時を育む家」（鉄骨造/木造） 大和ハウス工業株式会社 維持管理流通強化部門

地域金融機関と取組む長期優良住宅の普及プロジェクト 三栄ハウス株式会社 維持管理流通強化部門

住まいの愛着モデル 積水ハウス株式会社 維持管理流通強化部門

工務店連携型長期優良住宅・総合安定供給システム
株式会社アキュラホーム（ジャーブネット事務
局）

維持管理流通強化部門

住まい継がれる魅力的な日本の家サポートシステム 株式会社住まい’S DEPO．ねっと※ 維持管理流通強化部門

成長する家
世代循環型住宅
省エネコンサルティングによるコミュニケーション住宅

積水化学工業株式会社住宅カンパニー 自由課題部門

三井ホーム「暮らし継がれる家LM-120」先導的モデル住宅 三井ホーム株式会社 維持管理流通強化部門

ミサワホーム長期優良住宅『育てる住まい（木質/木造軸組/鉄骨）-21』 ミサワホーム株式会社 自由課題部門

トヨタホーム　アトリスプラン推進プロジェクト トヨタホーム株式会社 維持管理流通強化部門

お客様情報システムによる長期優良住宅促進の仕組みの提案 パナホーム株式会社 自由課題部門

施主参加型ロングメンテナビゲーションシステムの“スーパーエコハウス” 株式会社アサカワホーム 維持管理流通強化部門

『地域工務店元気倍増プログラム』　Wood Alive System 200 株式会社ウッドワン 維持管理流通強化部門

北方型住宅ECO　プロジェクト 北方型長期優良住宅推進協議会 維持管理流通強化部門

 まちなみ・住環境の分野に係る提案

提案名 提案者 提案があった部門等

まちなみ・住環境部門

アサヒグローバル泊山崎長期優良住宅システムプロジェクト アサヒグローバル株式会社 まちなみ・住環境部門

憧れと地域特性を活かした原点回帰住宅によるうるおいある街並みづくり 株式会社玉家建設 まちなみ・住環境部門

明石/高丘分譲プロジェクト セキスイハイム近畿株式会社 まちなみ・住環境部門

ミサワホーム長期優良住宅「持続的まちづくりのモデル“橿原神宮前”」 ミサワホーム近畿株式会社 まちなみ・住環境部門

100年定期借地権を活用した「地主」・「住宅所有者」・「維持管理業者」三位一体の
持続的まちづくり

工藤建設株式会社 まちなみ・住環境部門

自由課題部門

※”合同会社住まい'S DEPO.ねっと”は6月1日より株式会社に改組されました。

(提案者から取り下げ申請があり、削除いたしました)

(提案者から取り下げ申請があり、削除いたしました)
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 新築・戸建て

 その他の分野に係る提案

提案名 提案者 提案があった部門等

長期優良住宅実現の為の人材育成プログラム セルコホーム株式会社 自由課題部門

Sala 長期優良住宅先導的モデル サーラ住宅株式会社 自由課題部門

エス・バイ・エル長期優良住宅モデルプロジェクトVerⅡ エス・バイ・エル株式会社 自由課題部門

ポラスの長期優良構法　『ポラス　サステナブル　システム』 ポラテック株式会社 自由課題部門

「快適性が持続する家」プロジェクト2009 スウェーデンハウス株式会社 自由課題部門

FBシステム長期優良住宅モデル 北信商建株式会社 自由課題部門

細田工務店の長期優良住宅「4Q」 株式会社細田工務店 自由課題部門

三菱地所ホーム『サスティナブル2×4住宅』 三菱地所ホーム株式会社 自由課題部門

CHS・NEXT-Ⅱ“「年単価」見える化”プロジェクト 三洋ホームズ株式会社 自由課題部門

地球のリズムと暮らす家　ILeco（イレコ） エルクホームズ株式会社 自由課題部門

 新築・共同住宅

提案名 提案者 提案があった部門等

300年住宅プロジェクトA,B,C,D 300年住宅コンソーシアム 共同（分譲）

ストック型社会における共同住宅の提案（大成建設グループ） 大成建設株式会社 共同（分譲）

京都方式（木造テラスハウス×スケルトン定借）～京都宇多野コーポラティブハウス
～

株式会社キューブ 共同（分譲）

逆梁二重床工法を用いたSI賃貸集合住宅 三和建設株式会社 共同（賃貸）

 既存住宅等の改修部門

提案名 提案者 提案があった部門等

住友林業ホームテック「既存木造住宅の長期優良住宅」 住友林業ホームテック株式会社 戸建て

フルスケルトン再生モデル21
既築住宅・住まい価値創造モデル

積水ハウス株式会社
積水ハウスリフォーム株式会社

戸建て

共同(分譲)

北海道R住宅先導的モデル事業 北海道R住宅先導的モデル事業推進協議会 戸建て

『京ぐらし』を次世代へ外装リノベーション事業 『京ぐらし』ネットワーク 戸建て

ミサワホーム長期優良住宅『育てる住まい・改修システム（鉄骨）-21』 ミサワホーム株式会社 戸建て

既存住宅資産化リフォームシステムモデル 株式会社丸山工務店 戸建て

IT管理を活用した構造変更と意匠設計の整合性を判断した長寿命化高性能リ
フォーム（大規模改修版）

有限責任中間法人日本増改築産業協会 戸建て

地域に住み続けるための高齢者住宅再生事業 平倉建設株式会社 共同(賃貸)

 維持管理・流通等のシステムの整備部門

提案名 提案者 提案があった部門等

既存住宅の流通促進にかかわるホームインスペクション情報データベースシステム NPO法人日本ホームインスペクターズ協会

「ホームインスペクション導入による、既存住宅リノベーション工事から流通までの
管理システムの構築」

良質リフォームの会

ストック活用社会に向けた既存マンション流通促進に資する情報基盤整備事業 マンション総合研究会

『住宅性能評価比較.com』による既存マンション情報蓄積及び流通時の情報活用 大和ハウス工業株式会社

住宅長期維持管理業務支援システム構築 株式会社ウェッブアイ

住まいの定期点検ハウスドクター 株式会社マイハウス

 情報提供及び普及部門

提案名 提案者 提案があった部門等

長期優良注文住宅を成立させるための情報プラットフォームの構築 2C  LIFE株式会社

既存木造住宅をスタンダードストック化する再生普及システム開発 特定非営利活動法人再生職人機構

(提案者から取り下げ申請があり、削除しました)
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１－３ 総評・概評 

（１）第１回公募の総評・分野別評価 

１）全体評価（総論） 

 新築に係る提案は、長期優良住宅普及促進法が成立し認定基準が策定されたこと、新築戸建

て住宅について平成２０年度モデル事業の提案内容を建築研究所でとりまとめ公表（以下、『平

成２０年度モデル事業とりまとめ』という。末尾の参考資料を参照。）したことなどから、提

案内容に独自性の高いものが少ないものの、内容が整理され、まとまった提案が多かった。共

同住宅は、提案数そのものが多くなかった。 

既存住宅等の改修は、比較的多くの提案があった。特に、従来の戸建て住宅だけでなく、共

同住宅についての提案がなされるとともに、提案内容も長寿命化に寄与する多様な改修工事そ

のものだけでなく、既存住宅の診断や履歴の保存、住宅の流通促進なども視野に入れた提案が

なされるなど、内容に広がりがみられた。 

維持管理・流通部門は、平成２０年度の提案内容に多くあった戸建て住宅の履歴情報の整備

だけでなく、既存住宅に係るものや、管理を含めた共同住宅に係るものなど、多様な提案があ

った。 

今回は、多様な提案者の幅広い提案を受け止める観点から、積極的な評価を行い、７５件を

モデル事業として適切なものと判断した。 

 ※75 件のうち、その後 2 件が取り下げられた。（平成 21 年 11 月 1 日現在） 

２）分野別評価 

（１）住宅の新築部門 

① 住宅の新築・戸建て住宅                                 

新築・戸建ての評価にあたっては、住宅の長寿命化に対する取り組み全般を評価するとともに、

認定基準にはない設計上の工夫や体制整備、新たな取り組みなどを評価した。 

新たに設定された部門については、その主旨にそってその特徴を伸ばそうとする提案があった

ものの、今回初めてのことでもあり、必ずしも部門の主旨にそった特徴や先導的内容を含む提案

になっておらず、部門に関する内容は提案にあたっての必要条件であってその内容が盛り込まれ

ていれば良いとの認識で提案されているものも多くあり、適切な部門で提案されていないものも

あった。自由課題部門には数多くの提案があったが、その主眼が新たに設定された部門と重なっ

ているものも多くあった。このため評価にあたって、新たな部門と自由課題部門との間で評価レ

ベルに差異が生じないように配慮し、提案内容に合った専門分野の担当委員が中心となって評価

を行った。 

 以下に、部門・分野別の提案の総評を示すこととする。次回は、これらを参考としてどの提案

部門が適当かを十分に考慮して頂くことを期待する。 

 

①－１ 木造等循環型社会形成の分野に係る提案                          

ア）木造等循環型社会形成部門の概要 

循環型社会を構築するためには、地産地消の考え方に沿った地域材の活用のほか、今後需要
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拡大が必要な国産材の利用により国内の森林の適正な整備保全に寄与することが求められる。

この際、山林から産出される木材を建築用材だけでなく、外構やチップ利用など幅広く活用す

ることが求められる。このことは、地域における住宅関連産業の振興と経済の活性化にも寄与

するものとして期待される。こうした観点から木造等循環型社会形成部門設けられたが、提案

内容を類型化すると、地域材を活用しつつ地域に根ざした住宅として特色のある提案と、国産

材を活用しつつ各種の住宅技術や維持管理体制などを含めた幅広い分野における総合的な提案

に分けられる。 

なお、自由課題部門においても同様な内容をもつ提案、特に後者の提案が数多くあった。こ

うした提案については、木造等循環型社会形成部門の提案と同様に、主として当該部門の担当

委員が評価することとした。こうした提案も含めた提案の評価は次のとおりである。 

 

イ）木造等循環型社会形成の分野に係る提案の評価 

地域材を活用しつつ地域に根ざした住宅として特色のある提案としては、林業側の取り組み

を工務店や施主に見える形でネットワーク化し、資材調達ルートの確立という位置づけを超え

て循環型社会を構築する大きな取り組みとしていく提案があった。このうち、実現性が高く、

普及波及効果が高いものを先導的な取り組みとして優位に評価した。今回の提案には、限定さ

れた地域でのネットワーク内における取り組み内容を主体とした提案が多かったが、地域の気

候風土、住まい方等を反映した住宅の建て方、住まい像としてデザインや平面図、材料の選択

などに特色ある住宅の提案は少なく、そうした提案も望みたい。 

一方、国産材を活用した幅広い分野における総合的な提案には、地域材利用にこだわらず、

国産材を活用したうえで製材のみならず、集成材、合板等を含めて木質材料全体としての利用

を行うものもあった。これらの提案では、参画している設計者や工務店の数が多く、エリアも

比較的広い傾向がある。これらの参画者が維持管理や履歴保存などについても連携しつつ、幅

広い分野にわたる提案がなされており、波及効果が高いと考えられるものは優位に評価した。

今後さらに各自の研修や交流等を通じて、取り組み内容の理解を深めることや、地域性へ配慮

した新たな取り組みにも期待したい。 

 

①－２ 維持管理流通強化の分野に係る提案                            

ア）維持管理流通強化部門の概要 

維持管理流通強化部門は、履歴情報の整備・保管、的確な点検修繕のための体制整備、既存

住宅の流通が進むための工夫・仕組みの整備等を通じ、既存住宅流通市場の活性化を図ること

を目的としている。 

具体的な提案としては、中小事業者等が建材メーカーや設計者等を中心としたグループ等の

体制整備により維持管理点検の着実な実施を図ろうとするもの、戸建て住宅の修繕費用を明示

するとともに金融面でそれを計画的に確保しようとするものがあった。 

また、既存住宅の評価の実施や住み替え支援など、既存住宅の流通を後押しする提案があっ

た。 

なお、自由課題部門での提案で、同様な内容を持つものについては、この部門の評価と同様

に、主として当該部門の担当委員が評価することとした。こうした提案も含めた評価は次のと 
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おりである。 

 

イ）維持管理流通強化の分野に係る提案の評価 

維持管理点検の面では、中小事業者等が建材メーカーや設計者等を中心としたグループで着

実な維持管理点検や履歴保存を行うものがあった。当初の履歴保存だけでなく、点検や修繕時

の履歴情報の保存など幅広い取り組みを評価した。また、戸建て住宅の修繕を確実に実施する

ため、当初より部位別、時期別に修繕費用を明示するもの、保険や積み立てなどの仕組みを導

入することで資金を計画的に確保しようとするものがあった。このうち、具体性があり、実現

可能性が高いものについては、先導的な取り組みとして優位に評価した。 

流通強化の面については、既存住宅の価値を評価できるよう、金融機関とも連携しつつ、既

存住宅の状態、性能等の診断や、残存価値の算定のほか、住み替え支援などの提案があった。

具体化に向けた取り組みがあるものや、新たなビジネスモデルを提示しているものは優位に評

価した。 

平成２０年度の提案においては、このような取り組みは大手の住宅メーカーで多かったが、

今回は、中小事業者においても様々な取り組み意欲がみられ、維持管理・流通面への意識が高

まったとの印象を受けた。 

金融機関との連携等の取り組みについては、試行による課題の分析や検証を踏まえ、さらな

る展開がなされることに期待したい。また、維持管理にあたっては、住宅の劣化状況等に柔軟

に対応しつつ維持管理を計画的に実施するための知見の集積も必要であり、今後、既存住宅の

改修等で得られた診断結果も活用し、ハード面における地道な取り組みを進めることも期待し

たい。 

 

①－３ まちなみ・住環境分野に係る提案                             

ア）まちなみ・住環境部門の概要 

住宅が長期的に利用され価値を持つためには、住宅単体の性能だけでなく、まちなみ・住環

境の要素が非常に重要である。良好なまちなみ・住環境は、連続する佇まい等による調和が快

適感を人々に与えるとともに、長くその価値を維持したいという意欲を誘発する。そのために

は、目指すべきまちなみ・住環境の目標の設定、そのための方法（取り組み・ルール）、長期

にわたる維持管理体制等を考える必要がある。今回の提案では、大きく分けて、住宅団地にお

ける提案と、既成市街地における個々の住宅による提案とがあった。また、内容についても、

地域の気候風土や住文化に調和したデザインの提案のほか、まちなみ・住環境の維持管理の方

法等を重視したものがあった。新たな部門であったため、数は多くなかったが、その主旨にそ

った明確な提案があった。 

なお、自由課題部門での提案で、同様な内容を持つものについては、この部門の評価と同様

に、主として当該部門の担当委員が評価することとした。こうした提案も含めた提案の評価は

次のとおりである。 

 

イ）まちなみ・住環境分野に係る提案の評価 

住宅団地における提案では、事業者が街路・公園・宅地等のデザインを行い整備するもの、
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建築協定等により個々の住宅の形態や外構のルールを定めるもの、管理組合等の仕組みを導入

することにより、住宅団地の住環境を長期にわたり維持していくもの等があった。評価におい

ては、これらの具体性や長期にわたる維持の方法が示されているものを優位に評価した。 

なお、このような提案の中には、団地内のまちづくりには配慮していても、団地の周辺との

調和についての言及が乏しいものが多かったのは残念であり、今後は、周辺との関係がわかる

詳細な配置図や配慮事項等の記述を求めたい。また、建築協定等がある場合には、それらの内

容の表記も求めたい。 

既成市街地における提案では、まちなみを向上させる外観や外構のデザイン手法の提案が多

く、伝統的なまちなみや地域の気候風土に調和した住宅、デザイン評価委員会によるデザイン

評価システム等の提案もあった。評価においては、こうした取り組み内容に具体性があるもの

を優位に評価した。また、戸建て住宅地において共有のオープンスペースを創出し、コミュニ

ティを醸成しようとする新しい取り組みは優位に評価した。 

一方、個別の住宅からのまちなみ・住環境の提案では、建設する地域のまちなみや住環境の

特性を分析した上で、まちなみの特長を伸ばし、課題を解決するような提案を、今後期待した

い。 

 

①－４ 自由課題部門                                       

  自由課題部門は提案数が最も多く、様々なタイプの提案があった。自由課題部門に提案され

たものには、国産材利用を進める等の木造循環型社会形成部門と同様の提案や、省エネ・環境

配慮に視点をおいたものが多かった。また、維持管理に関する取り組みに視点をおくものや、

まちなみや住環境に視点をおいたものもあった。これらの提案は、各分野の担当委員を中心に

評価を行った。したがって、前に述べた部門に該当する提案については、各部門の総評を参照

されたい。また、例えば、省エネ・環境配慮については、極力自然エネルギーを活用する工夫

を導入し、快適性と省エネルギーを実現する提案を優位に評価した。その他、個別の性能の評

価については、１－３．（２）２）個別項目の評価の解説を参考にされたい。 

 

② 住宅の新築・共同住宅                                      

住宅の新築・共同住宅の提案の数が少なかったのは残念であるが、分譲住宅のほか、賃貸住

宅の提案があったのは特徴的であった。分譲住宅では、ゼネコンや設計事務所を中心とするグ

ループが全般的・総合的な提案を行っており、賃貸住宅の提案では、地域で事業展開する工務

店や中小ゼネコンによる比較的小規模物件であって、地域レベルで地道に底上げを図ろうとす

る取り組みがあった。 

提案内容に関しては、先進的なものは少なかったが、既存の要素技術を再整理し、総合的な

提案としてとりまとめたもののほか、一部にスケルトン定借方式など、新たな住宅供給の仕組

みの提案などもあった。また、共同住宅の場合、まちなみの形成も重要であるが、周辺との調

和を図り、低層接地・分棟型の共同住宅により、周辺との調和を図る提案もあった。 

個別の性能については、『平成２０年度モデル事業とりまとめ』にある提案が様々に盛り込

まれているので、それを参考にして頂きたい。一方で、内装・設備の自由度を高める新しい内

装工法の開発に関する提案など、一部に意欲的な提案もあった。 
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評価においては、手堅く、身の丈にあった現実的な提案を優位に評価した。また、新たな供

給方式など意欲的な取り組みについても優位に評価した。 

共同住宅の長寿命化は重要な課題であることから、今後、より一層、積極的な取り組みを期

待したい。 

 

 

（２）既存住宅等の改修部門 

 

既存の住宅を適切に改修し、ストックの質を向上させ、価値を高めていくことは、住宅の長

寿命化にとって重要なテーマであることから積極的な提案を求めていたところである。今回は、

戸建て住宅だけでなく共同住宅における提案もあった。提案内容も改修そのものだけでなく、

調査・診断、改修設計等のための人材育成、劣化対策や耐震性能、省エネ性能の向上などの改

修技術、改修後の履歴整備などの流通促進に向けた取り組みなど、幅広いものとなっている。

評価においては、多岐にわたる性能に係る提案で、具体性のあるものについては、優位に評価

した。 

 

ア）戸建て住宅の改修 

既存住宅の診断方法を確立し、診断内容に応じて改修内容等をメニュー化していく取り組み

があった。改修工事の効率向上や普及促進の観点からは望ましい方向である反面、実際に壁を

剥がしてみなければ分からないことも多いという改修の特性を考えると、提案する内容が上手

く機能するには、診断の精度や工程、見積もり等にも様々な課題が存在し、これらに関する知

見の蓄積が不可欠である。従って、このような取り組みを重視している提案を評価した。また、

改修の機会をとらえて、改修後の住宅の性能を評価し、住宅の売買時に活かそうとする提案が

一部にはあった。既存住宅の流通促進に向けたものとして今後の展開を期待したい。 

戸建て住宅について特定の性能を向上させる改修の提案が多いものの、住宅の長寿命化の観

点から、特に先導性・新規性に優れている技術でないものについては、積極的な評価は難しか

った。なお、新築と同様に、既存住宅についても、地域材の活用、周辺と調和した改修など、

地域性に配慮した取り組みを今後期待したい。 

 

イ）共同住宅の改修 

共同住宅の改修の実施にあたっては、ハード面の技術だけでなく、改修を実現するための様々

な調整事項への対応が重要である。このような点をふまえて、ハード技術だけでなく、管理組

合運営やコミュニティ形成に向けたソフトの提案まで幅広く細やかな対応を含んだ総合的な提

案を優位に評価した。 

  なお、改修を段階的に行うとの提案もあったが、その実現性を担保する方法等についての記

載が不十分であり、評価するまでには至らなかった。 
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（３）維持管理・流通等のシステムの整備部門 

  

維持管理、流通等のシステム整備による既存住宅市場の整備は、長期優良住宅の整備を進め

ていく上での基盤となるものであり、積極的な提案が望まれる分野である。 

  新築戸建て住宅に係る履歴情報整備だけでなく、共同住宅に係るものや、既存住宅の診断な

ど、対象が広がっており、この分野の発展を読みとることができた。 

  今回の提案では、維持管理計画・長期修繕計画、調査・診断、検査、履歴情報の蓄積・管理

については、全体的に提案レベルが向上している一方で、具体的に流通のしくみを構築するよ

うな提案はなかった。事業としての難しさもあると思われるが、買取・再販のしくみ（既存住

宅の買取保証、販売とそれに伴う保証のあり方）などのビジネスモデルの提案に期待したい。

評価にあたっては、実現可能性や、各業種の連携による効果などを重視した。 

また、新たな取り組みであるマンションの管理を含めた維持管理・評価システムの構築や、

既存住宅の診断等のデータベース化などは、今後、マンション管理に対する取り組みや既存住

宅の改修などの関連分野における知見も蓄積しつつ、さらなる発展を望みたい。 

 

 

（４）技術の検証部門                                  

 

技術の検証部門は、住宅の長寿命化に必要な技術を導入するに当たり求められる施工や居住

性の確保などについての社会実験等により検証するものや、多様な技術を総合化した場合の効

果を検証するものなどを対象としている。 

今回は、提案が少なく、残念ながら積極的に評価される提案はなかった。今後は、「住宅・建

築関連先導開発助成事業」の活用などを含め、住宅の長寿命化に向けた検証の取り組みを期待

したい。 

 

 

（５）情報提供及び普及部門 

                              

  情報提供及び普及部門においては、住宅の長寿命化に向けた展示等を対象としている。 

  長期優良住宅の普及を図る上で、情報提供・普及は重要な課題であり、複数の事業者が協力

して長期優良住宅の様々な特性を効率的に情報提供できる取り組みや、時間の経過により先導

的な取り組みがどのような意味を持つかを本格的に実感できる取り組みなど、通常の住宅展示

の枠を超えた工夫が求められる。 

今回は提案が少なかったが、従来の住宅展示等とは異なり、既存建物の評価・再生、住宅部

品の評価・情報提供などのソフト面の提案があるものについては優位に評価した。 
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（２）分野・個別項目別の評価の解説（第１回） 

 

ここでは、平成 21 年度第１回の提案の部門・分野別、個別項目別の評価内容を整理し

ている。１）では、今回の募集から新たに設置した新築・戸建ての３つの部門に係る分野

の提案をはじめ、既存住宅等の改修部門、維持管理・流通等のシステムの整備部門、技術

の検証部門、情報提供及び普及部門の提案について、具体的に評価した点について解説を

行う。 

新築・戸建ての自由課題および新築・共同建てについては、個別の技術の集合体として

総合的に提案されている傾向があるため、２）において個別項目別に解説を行う。 

注）提案の概要については、採択となった応募提案の内容だけでなく、採択とならなか

った募集提案の概要も含めて記載している。 

また、ここでは典型的な提案を例示しているが、あくまで参考例であり、特定の取

り組みや技術を推奨するものではないことに注意されたい。 

 

１）分野、部門別の評価の解説 

 
木造等循環型社会形成の分野にかかる提案（住宅の新築・戸建て） 

 

① 提案の概要 

・木造等循環型社会形成部門に関する提案は、地域材活用・地域住宅に特色のある提案（以

下、地域性提案型という。）と、地域性に関する提案は少ないが幅広い分野にわたる総合

的な提案（以下、総合提案型という。）に大別される。 

【地域性提案型における提案概要】 

・提案者の活動は北海道から鹿児島まで全国に及んだが、特に林業が盛んな地域からの提

案が多く、木材生産者・製材業者・工務店・設計者など幅広い主体からの提案があった。 

・地域材を活用する体制には、一社または系列企業グループが木材生産から住宅建設まで

を一括して行う体制等と、川上（木材生産者・製材業者等）と川下（工務店・設計者等）

による連携体制等があった。 

・川上側の取り組みでは、地域材の品質管理、ラベリング（含水率・ヤング率・産地）、ト

レーサビリティ（森林認証・県産材認定書・合法木材証明書）、地域材の有効活用（歩留

まり向上・端材活用・バイオマス、肥料への利用）、森林の保全・育成（植林・間伐に対

する基金等）、流通経路の合理化による山への還元等により地産地消を推進する提案があ

った。 

・川下側の取り組みに関する提案は少なかったが、地域材を活用した、住宅仕様の提案、

地域の技術・職人の育成に関する取り組みがあった。 

・一部には、各地で地域産材を活用する工務店等が全国ネットワークを組み、相互補完し

ながら質の高い住宅づくりを行う提案があった。 

【総合提案型における提案概要】 

・地域材活用にこだわらず「国産材活用」をすすめ、長期優良住宅という観点から、ハー
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ド・ソフト両面の幅広い分野にわたる水準の高い提案があった。 

② 評価したポイント 

【地域性提案型における提案】 

・長期優良住宅に関する提案が一定

水準以上で、かつ取り組み内容が

当該各地域において先導的であり、

実現性が高く、波及効果が高いと

考えられる提案を優位に評価した。 

・地域材活用を推進するために川上

と川下が連携し、品質管理や流通

経路の合理化等に幅広く取り組ん

でいる提案を優位に評価した。(提

案例１) 

・地域材活用だけでなく、農業・教

育・福祉も含めた様々な活動によ

り地域の活性化及び循環型社会の

構築を目指している提案を優位に

評価した。（提案例２） 

・地域の住宅モデルとして、土壁の

調湿性・蓄熱性を活かしながら断

熱性能を高めた仕様の提案は、先

導性があるものとして優位に評価

した。（提案例３） 

・地域材を活用する全国の工務店等

のネットワークによる提案は、情

報発信に特徴があり、住まい手の

意識啓発効果が高いと考え優位に

評価した。（提案例４） 

・一方で、地域材活用と住宅の仕様

の記述に偏り、肝心の住宅像が示

されていない提案が多かった。特

に地方からの提案では、地域の気

候風土・歴史・生活・文化に根ざ

した長期優良住宅をどのようにつ

くり、維持していくのかを示した

提案が望まれる。今後は地域住宅

を推進している全国の工務店・設

計者のグループからの提案を大い

に期待したい。 

 

提案例＜2＞  

・森林育成、農業、教育など幅広い分野にわたり循環型地

域社会の構築を目指す提案。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案者：丸平建設株式会社 

提案例＜３＞  

・地域に根差した土壁の調

湿性・蓄熱性を活かしな

がら断熱性を向上させ

る住宅の提案 

 

 

 

 

 

提案者：東濃地域木材 

流通センター 

提案例＜4＞  

・全国各地の地域材・自然素

材を活用した家づくりを推

進する工務店のネットワー

ク。雑誌等による住まい手

予備軍に対する情報発信、

啓発活動が特徴。 

 

 

 

提案者：チルチンびと「地域

主義工務店」の会 

提案例＜1＞  

・丹沢桧を活用するための製材業者・工務店・設計者の連

携と流通過程の合理化の提案。 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案者： 

新進建設 

株式会社 
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【総合提案型における提案】 

・長期優良住宅の認定基準が定まったことや、『平成２０年度モデル事業とりまとめ』が

公表されたこともあり、全体として一定水準以上のレベルに達した提案が多かった。評

価においては、これらのうち、国産材活用の実効性があり、かつ幅広い分野にわたり水

準が高く、その実現性が高いと考えられる提案を優位に評価した。 

 

維持管理流通強化の分野にかかる提案（住宅の新築・戸建て） 

 
① 提案の概要 

・維持管理流通強化部門に関する提案は、修繕費用の計画的確保の提案、既存住宅の流通

方策の提案、及び維持管理の新たなビジネスモデルの提案に先導性の高い提案があった。 

【修繕費用の計画的確保の提案概要】 

・維持管理は、将来の修繕資金を確保しておくことが重要である。一般にマンション共用

部分の場合は、区分所有者の合意に基づき取り崩すため修繕積立金は担保されるが、戸

建て住宅は住まい手の意志で自由になりやすい。こういった点を問題視し、資金が必要

となる時期まで確保する方策を具体的に提案したものがあった。これらのうち、金融機

関（銀行・保険）と連携した提案は、昨年度は見られなかったものである。 

【既存住宅の流通方策の提案概要】 

・適切な維持管理の下に良好な状態に保たれた住宅は、不動産市場において適正な価値で

取引されることが既存住宅の流通促進につながる。その背景となる住宅履歴情報の整備

内容と伝達方法、住宅残価価値の評価方法とその信頼性など、既存住宅の履歴と査定の

把握方策を具体的に提案したものがあった。 

【維持管理の新たなビジネスモデルの提案概要】 

・修繕工事は、現場ごとに主となる職種が異なる場合や、予測しない不具合のため急な工

事資金が必要になる場合が多く、どこに頼めばよいのか分かりにくく、資金も調達しに

くい状況にある。このような状況に陥ると、適切な維持管理が行われない恐れがある。

このような問題意識から住まい手の維持管理に関わる悩みをワンストップサービスで受

けるビジネスモデルの提案があった。 

 

② 評価したポイント 

【修繕費用の計画的確保の提案】 

・計画修繕資金を預金等に積み立て、その預金額が必要であることを住まい手が認識でき

るよう、住まい手の住宅の仕様を反映した長期修繕計画を作成する。また、予定修繕費

は一定期間ごとに見直すなど、長期修繕計画と修繕資金計画が一体となっている提案を

高く評価した。（提案例１） 
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提案例＜１＞
長期修繕計画に基づく修繕積立金を積立定期預金

として準備する提案 

提案者：株式会社アサカワホーム

提案例＜3＞ 
地域の金融機関に住宅履歴情報をストックし適切な価格査定と物件ホーム

ページを通して既存住宅の流通支援を行う提案 
　・家歴書ＤＢ管理　　　　　　　　　　　　　　

　・家歴書に基づく中古住宅価格の査定　
　・中古住宅の紹介　　　　　　　　　　　　　　
　・住宅ローンの貸付

【家歴ＤＢ】

【家歴書】

④記録登録

地
域
金
融
機
関 【家歴システム】

パートナーシップ

⑤閲覧⑥データ保管

⑥転売依頼

⑦中古物件閲覧

⑧住宅ローン貸付

【物件ＨＰ】

中小事業者

新築長期優良　
　住宅取得者

長期優良中古　
　住宅取得者

①
新
築　

工
事

③
修
理　

点
検

⑩引渡し⑨支払い

②
修
理
依
頼

　・家歴書ＤＢ管理　　　　　　　　　　　　　　

　・家歴書に基づく中古住宅価格の査定　
　・中古住宅の紹介　　　　　　　　　　　　　　
　・住宅ローンの貸付

【家歴ＤＢ】

【家歴書】

④記録登録

地
域
金
融
機
関 【家歴システム】

パートナーシップ

⑤閲覧⑥データ保管

⑥転売依頼

⑦中古物件閲覧

⑧住宅ローン貸付

【物件ＨＰ】

中小事業者

新築長期優良　
　住宅取得者

長期優良中古　
　住宅取得者

①
新
築　

工
事

③
修
理　

点
検

⑩引渡し⑨支払い

②
修
理
依
頼

④記録登録

地
域
金
融
機
関 【家歴システム】

パートナーシップ

⑤閲覧⑥データ保管

⑥転売依頼

⑦中古物件閲覧

⑧住宅ローン貸付

【物件ＨＰ】

中小事業者

新築長期優良　
　住宅取得者

長期優良中古　
　住宅取得者

①
新
築　

工
事

③
修
理　

点
検

⑩引渡し⑨支払い

②
修
理
依
頼

地
域
金
融
機
関 【家歴システム】

パートナーシップ

⑤閲覧⑥データ保管

⑥転売依頼

⑦中古物件閲覧

⑧住宅ローン貸付

【物件ＨＰ】

中小事業者

新築長期優良　
　住宅取得者

長期優良中古　
　住宅取得者

①
新
築　

工
事

③
修
理　

点
検

⑩引渡し⑨支払い

②
修
理
依
頼

 
提案者：三栄ハウス株式会社 

提案例＜２＞ 
保険会社と提携し積立総合保険（基本契約）と生命保険（オプション契約）

を組み合わせた修繕費用積立保険制度の提案 

 

提案者：株式会社アキュラホーム（ジャーブネット事務局） 

・綿密な長期修繕計画に基づく修繕資金

計画を組み立てない提案にあっては、

計画修繕資金を一定期間取り崩さない

方策として返戻型の積立保険制度を設

けるなど、修繕資金の確保を確かなも

のとする提案を優位に評価した。（提案

例２） 

【既存住宅の流通方策の提案】 

・住宅の一連の履歴情報を詳細に管理し、

修繕工事に有効に活用すると共に、既

存流通に際して幅広い情報が開示され

るものであること、また維持管理サポ

ート体制、住宅履歴管理体制、既存住

宅流通体制の一貫したしくみを有する

提案は優位に評価した。 

・地域の住宅建設を担う中小事業者がロ

ーン貸付を行う地域金融機関とパート

ナーを組み、金融機関において家歴情

報を管理し、その情報を活用して価格
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提案例＜４＞ 
リフォームなどには住まい手・工務店・設計事務所のトライアングル、維持管理な

どには住まい手・工務店・職人のトライアングルをコーディネートする提案 

認定工務店認定工務店

長期優良住宅
ｳｯﾄﾞﾜﾝ認定

地域設計事務所
認定工務店認定工務店長期優良住宅

ｳｯﾄﾞﾜﾝ認定工務店

家まもり
ネットワーク

認定工務店認定工務店

連携

・住宅長寿命化
　技術の普及

性能評価
　機関

住まい手

認定工務店認定工務店
地域の

プロ職人集団

ｳｯﾄﾞﾜﾝ既存取引先工務店
(長期優良住宅予備軍)

住
宅
供
給

維
持
管
理

・住まい手との
　出会いとふれ合いの場提供

・住宅長寿命化技術 ・住宅長寿命化技術
・維持保全計画
・受注支援

・ユーザーサポート
・セルフメンテナンス啓発
・履歴管理の担保

チームTAKUMI

・長期優良住宅普及･啓発

家づくり
ネットワーク

家の手入れを楽しむ

Wood Alive System 200
木が長年生き続けるように、木の住まいも長年生き続けるために、木と人との調
和による代々長持ちする家づくりを推進するトータルサポートシステム

⑤ WAS200情報プラザ

⑥ ウッドアライブセンター

③ ウッドワンオリジナル情報一元化システム（ONE'S NET）

⑦ 部材供給

ウッドワン

WAS200・・・

家づくりを楽しむ

I・E・RA

データセンター
（第三者）

・住宅履歴保存

利用

I・E・RA

WAS200は、認定工務店を中心に地域に根ざした家を供給する家づくりネットワーク、
住まい手参加の継続的な維持保全を担う家まもりネットワーク、そして、それらを支
援し住宅の総合的な品質確保に寄与する、情報一元化システム(ONE'S NET）をはじめ
とした複合的なサポートシステムにより構成される。

①
②

④ ④

④

④④

①

 
提案者：株式会社ウッドワン 

査定や物件情報を公開し、既存流通が行われにくい中小工務店等が供給した住宅の流通

促進につなげようとする提案は優位に評価した。（提案例３） 

【維持管理の新たなビジネスモデルの提案】 

・建築業態が多岐にわたるようになった現在、適材適所に地場の工務店、職人、設計事務

所等をコーディネートして住まい手の維持管理要求に応えようとするもので、地域に根

ざした建築プロ集団の活性化を図ることに貢献する提案を優位に評価した。（提案例４） 

・工務店に対する住宅設計に関する支援のほか、顧客に対し住宅の検査、保険、住宅ロー

ンの実施、住宅履歴情報の保存などのサービスを提供するなど、一元的に行うビジネス

モデルに係る提案は優位に評価した。（提案例５） 
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提案例＜５＞ 
工務店および顧客に対する各種サービスを一元化するビジネスモデ

ルに係る提案 
 

 
 

 
提案者：株式会社住まい’S DEPO.ねっと 
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まちなみ・住環境の分野にかかる提案（住宅の新築・戸建て）     

 

① 提案の概要 

・まちなみ・住環境部門に関する提案は、住宅団地における提案と、既成市街地における

提案に大別される。 

【住宅団地における提案概要】 

・事業者が街路・公園・宅地等のデザインを行うもの（マスタープラン）、個々の住宅の

形態や外構のルールを定めるもの（建築協定・緑化協定・ガイドライン等）、住宅団地の

住環境を長期にわたり維持していくための仕組み（管理組合のサポート・住民参加等）

の提案があった。 

【既成市街地における提案概要】 

・まちなみを向上させる外観や外構のデザイン手法の提案が多く、伝統的なまちなみや地

域の気候風土に調和した住宅、デザイン評価委員会によるデザイン評価システム等の提

案があった。 

 

② 評価したポイント 

・本部門では、まちなみ・住環境の目標像、目標となるまちなみ・住環境を実現するため

の方法、実現したまちなみ・住環境を長期にわたり維持していくための方法が示されて

いる提案を積極的に評価した。 

【住宅団地における提案】 

・良好な住環境を長期にわたり維持

していくために、事業者が管理組

合の組織化、運営、管理ルールの

策定にまで深く踏み込んだ地域管

理（エリアマネージメント）を提

案しているものを優位に評価した。

（提案例１） 

・マスタープランやガイドラインに

具体性・実現性があり、長期にわ

たる維持管理に配慮（居住者が維

持管理に積極的に参加する仕組み、

定期的にまちなみを評価する仕組

み等）のある提案を優位に評価し

た。（提案例２） 

・伝統的なまちなみが残る地域にお

ける提案では、伝統的なまちなみ

との関係性が十分に表現できてい

ないものについては優位な評価は

行わなかった。 

提案例＜1＞  

・住民の全員参加による「住宅地経営管理協会」を組織化

し、長期にわたる維持管理体制を構築する提案。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案者：アサヒグローバル株式会社 

提案例＜2＞  

・個々の長期優良住宅と連動し、住宅団地のマスタープラ

ン、長期にわたるまちなみの維持体制を構築する提案。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案者：セキスイハイム近畿株式会社 
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・多くの提案が住宅団地内のまちなみや住環境を向上させる提案にとどまり、住宅団地外

に対しては駐車場や住宅の背面が並ぶなど、配慮を欠いていた。まちなみ・住環境部門

の提案である限り、住宅団地周辺に対する景観上の配慮や住民同士の交流についても配

慮が求められる。今後は住宅団地の周辺状況を含む配置計画や周辺に対する配慮事項に

ついても言及し、また、建築協定等がある場合には、その内容を記述することを求めた

い。 

【既成市街地における提案】 

・既成市街地における提案においては、建設する地域のまちなみや住環境の特性を分析し

た上で、まちなみの特長を伸ばし、課題を解決するような提案が求められる。 

・伝統的なまちなみと調和する住宅の提案（提案例３）を優位に評価したが、全体として

地域特有の景観と調和する提案が少なかった。次回はこれらの提案を大いに期待したい。

一定レベル以上の外観や外構の

デザインを確保する仕組みが具

体的で実現性の高いものを優位

に評価した。 

・3～4 戸の小規模のまとまりと

してまちなみを形成し、それを

長く維持していける仕組みを含

んだ提案があった。複数の宅地

で地域に開かれたコモン（入会

地）を共有する提案（提案例４）、

複数戸の長屋でコモンハウスを

共有する提案があり、いずれも

共有のオープンスペース等の確

保によりコミュニティを醸成す

る効果があり、新しい取り組み

として優位に評価した。 

まちなみ・住環境は住宅の形

態と外構の両面での配慮が必要

であるとの観点から、住宅の外

構（緑化、門扉、塀、駐車場等）

のみの記述となっている提案は、

優位な評価を行わなかった。 

                              

既存住宅等の改修部門    

 

① 提案の概要 

【戸建て住宅の概要】 

・提案内容の視点としては、診断・調査に関するもの、改修技術に関するもの、維持管理・

提案例＜3＞  

・深い軒・下屋・瓦・外壁素材に配慮し、伝統的なまちな

みと調和する住宅の提案（写真左）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案者：株式会社玉家建設 

提案例＜4＞  

・3 宅地で地域に開かれたコモン（入会地）を共有し、地

域の住環境向上に寄与する提案。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案者：江戸 Style の家をつくる会 
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履歴・流通等に関するものなどがあった。 

・診断・調査に関しては、講習会や人材育成に関する取り組みなどがあった。 

・改修技術に関しては、耐震性や耐久性、省エネ性能などに関する提案などが多く、特に、

地域工務店などからの提案では、特定の性能を向上させるという提案が見受けられた。

また、住宅の新築に関する技術を既存住宅に適用する提案もあった。 

・維持管理・履歴・流通等に関しては、維持管理計画の作成や資金計画の提案、改修や点

検記録等の蓄積、買取保証の取り組みに関する提案などがあった。 

【共同住宅の概要】 

・共同住宅については、専有部分だけでなく、共有部分も含めた改修提案が複数あった。 

・ハード技術だけでなく、改修ガイドラインの作成やコミュニティ形成に関する取り組み

を行うという提案もあった。 

・居住者が住んだままでの改修を円

滑に実現するための施工計画や既

存住宅等を再生・活用するなど、

改修技術以外での新たな取り組み

もあった。 

 

② 評価したポイント 

【戸建て住宅】 

・単に診断・調査を行いリフォーム

するというだけでなく、設計事務

所やリフォーム事業者等のグルー

プによるノウハウの共有化を図り、

維持管理や履歴保存等に取り組む

提案や保証・ファイナンスの取り

組みを行い既存住宅の流通等を促

進する提案など、幅広く総合的に

取り組む提案を優位に評価した。

（提案例１） 

・また、改修後の品質を分かりやす

く表示することで既存住宅の流通

促進を図るなど、転売者や購入者

が求める価値について意識し、か

つ波及性が高く、新たなビジネス

モデルとしての可能性を有した提

案を優位に評価した。（提案例２） 

・密集市街地における既存住宅のス

トックの性能向上に向けて積極的

な改修を行おうとする取り組みを 

優位に評価した。 

 提案例＜1＞ 

・工務店、設計事務所がネットワークを構築し、相互に連携し

合いながらハード技術から景観デザイン、維持管理、保証・

資金計画などまで取り組む総合的な提案。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案者：『京ぐらし』ネットワーク 

京都市新景観政策
デザイン基準対応

デザインコード提供

ユーザー

石井工務 大橋工務店

会員工務店

㈱日本都市計画
研究所

亀岡事務所

中村典孝
建築設計事務所

久田建築事務所
いそがわ

設計事務所
野々口

一級建築事務所

会員設計事務所

『京ぐらし』
既存住宅展示場

『京ぐらし』ネットワークを支える事務局メンバー

請負工事契約 設計請負契約

相互に
連携

ネットワークを支える協力メーカー

株式会社マグ

旭トステム外装
株式会社

クボタ松下電工
外装株式会社

ＹＫＫＡＰ
株式会社

フクビ化学工業
株式会社

旭化成建材
株式会社

大建工業
株式会社

ダイキン工業
株式会社

見学 説明

広報活動に利用 広報活動に利用

景観対応評価委員会
委員長：京都市立芸術大学

准教授 藤本英子

未来改修計画書作成サポート

住宅履歴情報保管サポート

顧客管理・アラームサポート
現場写真ﾕｰｻﾞｰ閲覧サポート

リフォーム瑕疵保証提供
リフォームローン提供

「住まい」のカード提供

展示場提供

耐震改修
省エネ改修

景観対応改修
技術・資材サポート

ﾘﾌｫｰﾑﾛｰﾝ、住まいのカード

㈱ｵﾘｴﾝﾄｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

ﾘﾌｫｰﾑ瑕疵保証

ハウジング保証

運営協力

伊藤忠建材㈱

顧客管理・現場写真ｿﾌﾄ

ｽｰﾊﾟー ｿﾌﾄｳｪｱ㈱

事務局本部 平安建材株式会社

サポート提供

デザインコード開発
物件の景観対応評価

景観対応評価

運営補佐

有限会社
キムラ建宅

有限会社
技建

アステム
株式会社

提案例＜２＞ 

・現況調査から履歴保管・住宅品質表示に至る新たな既存住宅

の改修システムに関する提案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案者：北海道 R 住宅先導的モデル事業推進協議会 

○気密
　 性能
　 試験

○性能向上
　ﾘﾌｫｰﾑの
　計画・設計
　・劣化改善の

　計画・設計

◆(仮称)住宅検査人による
　既存住宅の現況調査
　・第三者による目視と検査機器
　　を使用した現況調査

◆改修内容等の提案

　・住宅検査人による改修内容等
　　の助言（ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ）

◆専門技術者による住宅
　の性能向上ﾘﾌｫｰﾑ
　・耐久性
　・耐震性
　・省ｴﾈﾙｷﾞｰ性
　・既存設備の点検・交換・更新

◆改修後の住宅品質表示
　
　・消費者にわかりやすい
　　改修後住宅の品質表示

◆改修
　 履歴の
　 記録と
　 保管

・既存住宅
専用ｿﾌﾄ
（（仮称）既
存住宅安心
ｻﾎﾟｰﾄｼｽﾃ
ﾑ）を活用し
た記録と保
管

（
仮
称

）
住
宅
検
査
人

資
格
者

Ｂ
Ｉ
Ｓ

Ｂ
Ｉ
Ｓ
|
Ｅ
資
格
者

技
能
者

気
密
測
定

住
宅
改
修
事
業
者

現況調査結果
の記録

既存住宅
専用ｿﾌﾄを
利用した性
能ﾚﾍﾞﾙの

ﾁｪｯｸ

提案の主な内容（提案内容のフロー） 取組を担う専門技術者
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【共同住宅】 

・分譲マンションにおいて、管

理組合からの提案があった。

このうち、ハード技術だけで

なく、管理組合運営マニュア

ルや改修ガイドラインの作成、

コミュニティ形成に向けたソ

フト提案等まで、幅広く総合

的に取り組む提案を優位に評

価した。 

・今後の活用方法が課題となっ

ている中層共同住宅を高齢者

向け住宅に再生するなど、既

存ストックの新たな活用方法を提案する実現可能性の高い取り組みを優位に評価した。

（提案例３） 

                          

維持管理・流通等のシステムの整備部門  

 

① 提案の概要 

・分譲マンションを対象とした提案と戸建て住宅を対象とした提案が概ね半数ずつであ

った。また、新築住宅だけでなく、これまで少なかった既存住宅の維持管理や履歴等

のシステムを提案するものがあった。特徴としては、既存マンションを対象とした提

案が増加している。 

・分譲マンションを対象とした提案としては、維持管理・修繕計画や履歴情報、管理組

合支援などをトータルなシステムとして提案するものなどがあった。中には、産学官

が連携して社会実験で検証するような取り組みもあった。また、維持管理や修繕等に

係る発注方式の提案、マンション管理の評価・格付けなどの提案があった。 

・戸建て住宅を対象とした提案としては、工務店支援サポートや履歴情報の仕組みづく

りの提案が多かった。これに加えて、診断技術や保証継続（履歴情報の継承等含めて）、

技術支援（アドバイス）などを含めて提案しているものが見受けられた。また、住民

参加型（住民支援型）の維持管理や履歴情報の整備に対する提案があった。 

・既存住宅を対象とした提案としては、インスペクションを主とした提案などがあった。 

 

② 評価したポイント 

・審査にあたっては、提案内容の先導性や新規性、波及性等だけではなく、提案の確から

しさや実現可能性、モデル事業終了後の事業イメージや中長期的なビジョンを含めて判

断した。そのため、提案の枠組みやコンテンツとしてのレベルは一定以上と思われるも

のでも、実現可能性（フィージビリティ）が高くないと判断されるものや具体的取り組

みへのフィードバックが見えないもの等については、優位な評価は行わなかった。 

提案例＜３＞  

・団地内の老朽共同住宅を高齢者居住施設へ改修・再生し、団
地活力の再生を図る提案。 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
提案者：平倉建設株式会社 
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・また、併せて、団体組織やグループからの提案については、グループを組んで提案する

ことの有意性や独自性の観点からも審査を行い、それらが確認できるものについて優位

に評価した。（提案例１） 

・リフォーム時の点検・診断（インスペクション）の仕組みを導入し、その結果やリフォ

ーム履歴も含めて第三者機関で一元管理するとともに、不動産会社とも連携して既存住

宅の流通促進を図る、維持管理・履歴蓄積・流通に関する総合的な取り組みを優位に評 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 提案例＜２＞ 

・既存住宅の改修時において、第三者機関による点検・診断の実施や履歴の一元管理を行い、併せて不動産会

社とも連携して既存住宅の流通促進を図る、維持管理・履歴蓄積・流通に関する総合的な提案。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案者：良質リフォームの会 

 リノベーションリフォームシステム

不動産購入段階 リノベーションrリフォーム工事段階 居住段階 不動産売却段階

生
活
者
２

第
三
者
機
関

リ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
リ
フ

ォ
ー
ム
施
工
業
者

ホ
ー
ム
イ
ン
ス
ペ
ク

タ
ー

生
活
者
１

不
動
産
仲
介
事
業
者

物件捜し 物件内覧 購入決定予算計画

ﾘﾉﾍﾞｰｼｮ
ﾝプラン
の検討

ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟ
ﾗﾝ決定

完成引き
渡し

居住

住宅履歴書保管
定期点検案内

住宅診断

工事着工
改修工事
アドバイス

工事完成
検査

工事保証
ﾒﾝﾃﾅﾝｽ

ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
プラン作成
積算・見積

参考ﾌﾟﾗﾝ
概算見積

作成

工事中間
検査

物件紹介
ﾌｧｲﾅﾝｽ

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ
ｺﾝｻﾙﾃｲﾝ

ｸﾞ

工事請負
契約

契約

工事竣工

住宅診断

工事中
間検査

工事完
成検査

ﾘﾉﾍﾞｰｼｮ
ﾝの検討

売却検討

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

提案例＜１＞ 

・官・民・学・消費者の連携による、住民視点の長期の住宅維持管理システムとその運用支援代行業務モデル

の提案。構築するシステムモデルについて、公社や民間マンションでの試行実験により検証を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案者：株式会社ウェッブアイ 

改修工事 設備機器
調達

維持管理業務
（清掃、設備点検）

維持管理
（下記実務の実行管理）

住民

マンション管理組合

マンション管理会社 公社

実務

住宅施工会社 住宅機器メーカ 住宅保全会社

改修工事
管理

システム

調達管理
システム

保全管理
システム

既存業務
モデル

新規構築
対象モデル
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価した。（提案例２） 

・診断・点検、履歴情報蓄積等について、地域に根付かせる視点を持ち、かつ、身の丈に

あった仕組みで実現可能性が高い提案を優位に評価した。 

 

技術の検証部門 

 

技術の検証部門は、住宅の長寿命化に必要な技術を導入するにあたり求められる施工

や居住性の確保などについて社会実験等により検証するものや、多様な技術を総合化し

た場合の効果を検証するものなどを対象としている。 

今回は、本部門での提案が少なかった。 

別途行われている国庫補助事業の「住宅・建築関連先導技術開発助成事業」の活用な

どを含め、住宅の長寿命化に向けた検証の取り組みを期待したい。 

 

情報提供及び普及部門 

   

情報提供及び普及部門においては、住宅の長寿命化に向けた展示等を対象としている。 

 長期優良住宅の普及を図る上で、情報提供・普及は重要な課題であり、複数の事業者が

協力して長期優良住宅の様々な特性を効率的に情報提供できる取り組みや、時間の経過

により先導的な取り組みがどのような意味を持つかを本格的に実感できる取り組みなど、

通常の住宅展示の枠を超えた工夫を求めたい。 

今回は応募が少なかったが、従来の住宅展示等とは異なり、既存建物の評価・再生、

住宅部品の評価・情報提供などのソフト面の提案があるものについては優位に評価した。 
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２）個別項目の評価の解説 

  

ここでは、新築・戸建ての自由課題および新築・共同住宅における個別項目別の整理

を行う。ただし、個別項目に対する提案内容は、昨年度のものと類似の提案も多いので、

具体的な技術内容については、平成 21 年 1 月に建築研究所がまとめた「平成２０年度

超長期住宅先導的モデル事業（第１分冊）モデル事業の概要」、「平成２０年度超長期住

宅先導的モデル事業（第２分冊）提案内容のとりまとめ（総評中の『平成 20 年度モデ

ル事業とりまとめ』（末尾の参考資料）と同じ内容のものである。）」も参考にしていただ

きたい。 

＊上の資料は、http://www.kenken.go.jp/chouki/sympo0901.html よりダウンロード可能。 

 

ア 構造躯体の耐久性                                

 

【戸建て住宅／共同住宅】 

昨年度と同様の基本的な取り組みを行っているものが多数あり、モデル性・先導性の

観点から評価対象となる提案は少なかった。その中で、耐久性を確保・向上させるため

に、複数の要素を組み合わせて総合的に対応するようなもの、その内容が具体的で実効

性の高い提案は、優位な評価を行った。 

 

イ 住宅の耐震性                                  

 

【戸建て住宅】 

木造については、確立した技術をうまく組み合わせて耐震性能を向上させるもの、免

震・制振技術を用いるもの、木造住宅合理化システム等の認定を取得したオリジナルの

工法を用いるもの、限界耐力計算・許容応力度計算等による精緻な検討を行うもの、特

殊な工法によるもの等があった。そういった中でしっかりした個々の技術をうまく組み

合わせた提案はいくつかあり、そうしたものを相対的に優位に評価した。 

壁式 RC 造では、技術的に先導性をもつとまでいえる提案は無かった。 

【共同住宅】 

RC 造で、杭頭の損傷、耐力壁の脆性破壊の防止など、要素技術の新規性のある提案が

あった。 

 

ウ 内装・設備の維持管理容易性                            

 

【戸建て住宅】 

点検のしやすさの確保、将来の配管・配線・設備機器スペースの確保については、1

階床下点検スペースの高さの確保、各種点検口の設置の提案が多くあった。その他に、

PS の設置、2 階床下（1 階天井裏）や地下（1 階床下）の配管・設備機器設置スペース

の確保、木製梁への計画的な貫通孔設置等、現在及び将来の設備機器設置や配管・配線

スペースの確保に関する提案があった。 
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配管の維持更新のしやすさについては、給水・給湯さや管ヘッダー方式、排水ヘッダ

ー方式の採用、基礎貫通部におけるさや管処理を組み合わせた提案が多くあった。 

その他、給排水設備図作成と連動した設備部材加工図の作成による施工精度の確保に

関する提案や、型番等の記録の保管により維持管理や更新を容易にする提案があった。 

  設備関連以外では、構造躯体の点検のしやすさの確保（点検口、独自の診断システム

の採用、内装壁取付方法の工夫、床下地の工夫等）や外壁や躯体を傷めないサッシ交換

の方法の提案等があった。 

全体として、同様の提案は昨年度も多数あり、モデル性・先導性の観点から評価対象

となる提案は少なかった。 

評価にあたっては、これら複数の内容を組み合わせた総合的な提案を優位に評価した。 

 

【共同住宅】 

点検のしやすさの確保、将来の配管・配線・設備機器スペースの確保については、1

階床下点検スペース（配管ピット等）確保、各階床下配管スペース確保の提案が多くあ

った他、ガス管におけるさや管ヘッダー工法の採用もあった。 

配管の維持更新のしやすさについては、戸建て住宅同様に、給水・給湯ヘッダー、排

水ヘッダーの採用、基礎貫通部におけるさや管処理を組み合わせた提案が多くあった。

その他には、計画的にたて管を集約したマルチシャフト（配管用ボイド）の設置、屋外

共用配管用ピットの設置等があった。 

評価にあたっては、これら複数の内容を組み合わせた総合的な提案を優位に評価した。 

 

エ 変化に対応できる良質な居住空間                         

 

【戸建て住宅】 

構造計画に関する提案として、将来の間取り変更の際に障害となりうる耐力壁を外壁

や特定の部位（外周部、中央部）に集約する取り組み、また倍率の高い壁の採用や耐力

壁・架構の開発、木質ラーメン構法の採用等、耐力壁を減らすための取り組みが多くあ

った。また、将来の間取り更新時の情報として役立てるため、耐力壁を図面に明示する

等の提案もあった。 

内装工法等については、内装の床・天井先行工法の採用が多かった。その他に、可動

間仕切り壁や可動家具、収納ユニットによる可変性を確保するものがあった。 

間取りの工夫としては、小屋裏や床下を収納として利用する提案があった。 

耐力壁の配置に関する提案や内装床・天井の先行工法は昨年度も多数あり、先導性の

観点から評価対象となる提案はなかった。また可動間仕切り壁等は、ディテールや将来

の電気配線への対応、建具位置の移動等の問題が解決されておらず、評価対象となる提

案はなかった。 

 

【共同住宅】 

構造計画に関係するものとして、ワッフルスラブ（ボイドスラブ）の採用や柱型・梁

型のない独自の架構の考案等、スケルトンの自由度確保に関する提案があった。またク
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ラディング（外装）を乾式化して躯体スケルトンから分離する等、外壁やサッシが将来

の間取り変更の妨げとならないようにする意欲的な提案があった。 

内装工法等については、内装の床・天井先行工法の採用が多かった。また間仕切りと

設備配管ルートとの一体化、床下補強無しで間仕切りを設置できる工法等、内装・設備

の自由度を高める新しい内装工法の開発に関する提案があった。 

評価にあたっては、スケルトン、クラディング、インフィルにわたって、複数の内容

を組み合わせた総合的な提案を優位に評価した。 

 

オ① 省エネルギー性                               

 

【戸建て住宅】 

長期優良住宅認定基準が応募の条件であったこともあり、省エネルギー対策等級４を

取得するための内容を明示しているに過ぎないもの、又は、省エネルギー対策等級４を

取得することを宣言しているのみという提案が多かった。一部に、等級４以上の性能を

確保することを提案しているものも見受けられたものの、これらは、より高性能の断熱

材や開口部を使用することにより基準で定めるＱ値やμ値を上回る性能を確保するとい

う提案であったため、先導性という観点で優位な評価は行わなかった。 

一方で、極力自然エネルギーを活用し、快適性と省エネルギーを実現させようとする

提案もあった。これらの提案は、基本的な断熱性等の確保と組み合わされて提案されて

いる場合、きめ細やかな検討によってその効果が確認されている場合には優位に評価し

た。 

評価のポイントとしては、認定の取得のために確保している性能を明示するのみでは

なく、より長期にわたって省エネルギー性を確保するという観点で評価を行った。また、

今後の募集ではそのような観点に基づいた先導的提案が望まれる。 

 

【共同住宅】 

長期優良住宅認定基準が応募の条件であったこともあり、省エネルギー対策等級４の

取得に基づく提案が大部分であった。しかし、提案の中にはマルチシャフトによる通風

効果、生態的特性分析に基づく植栽計画など、ソフト・ハードの両面にわたる提案がな

されていたものもあった。 

評価のポイントとしては、戸建て住宅と同様に、認定の取得のために確保している性

能を明示するのみではなく、より長期にわたって省エネルギー性を確保するという観点

で評価を行った。また、今後の募集ではそのような観点に基づいた先導的提案が望まれ

る。 

 

オ③ 居住環境（まちなみ形成）                                

 

【戸建て住宅】 

「まちなみ・住環境部門」が新設されたこともあり、「自由課題部門」、「新築・共同建

て」におけるまちなみに関する提案は、全体的に密度が薄かった。 



1－39 

 

まちなみや居住環境への配慮に関する主な提案としては、以下のものがあった。 

・CASBEE すまいの S ランクを達成する提案があった。（CASBEE すまいには近隣住宅・

街区と調和した住宅、外構、緑化等の項目が含まれている） 

・建築の提案としては、道路からの後退距離の確保、周辺と調和する外壁仕上げ材、設備

機器が道路から目立たない配慮等の項目があった。 

・外構の提案としては、オープン外構、沿道の緑化、シンボルツリーの植樹、既存樹木の

保存等の項目があった。 

まちなみや居住環境を向上させるには、建築と外構それぞれについての配慮が求めら

れる。その点から、建築についての提案（外壁材や設備機器等の景観への配慮）と外構

についての提案（オープン外構、敷地内緑化等）が一定水準以上でかつバランスよく提

案されているものを優位に評価した。 

 

【共同住宅】 

まちなみや居住環境への配慮に関する主な提案としては、以下のものがあった。 

・戸建と共同建が複合した住宅団地において、ランドスケープデザインを計画し、「街づく

り協定」により環境を維持する提案。 

・京都の歴史的なまちなみに溶け込む低層接地・分棟型の共同住宅の提案。 

・共同住宅の沿道・共用庭・駐車場を緑化し、周辺建物になじむ色のタイルを採用する提

案。 

・生態的特性分析に基づいた植栽計画、生物誘致ゾーンの設定を行う提案。 

評価においては、既存のまちなみと調和するよう具体的な提案がされ、地域のまちなみ

形成に大きく貢献できるものを優位に評価した。 

 

カ 維持保全計画等の作成                              

 

【戸建て住宅】 

過去に供給した住宅のメンテナンスを通して、何をどのように保全すればよいのか、

十分理解している提案はごく少数にとどまり、点検、修繕、記録、保証、長期修繕計画

等の相互の関連づけが乏しい提案が多かった。そのため、評価においては維持保全計画

の目的を理解していると考えられる提案を優位に評価した。 

 

キ 記録の作成及び保存                                 

 

【戸建て住宅】 

「記録の作成及び保存」は、維持保全計画に常にフィードバックする必要があるもの

であり、かつ既存住宅流通時には必要範囲の情報開示が望まれることから、「維持保全計

画の作成等」と「記録の作成及び保存等」の双方に強く関わる内容である。このことを

理解している提案者は、応募シートを分けて記載することができないため、まとめてシ

ートを作成していたが、こういった例が比較的多く見受けられた。 

ストック流通については、「買取・再販のしくみ」と「ストック市場形成」の２つの方
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向性が見受けられた。前者では、リスクはあるが市場形成に関わる提案に比べれば提案

がしやすいため、「買取」の用語が目立った。 

供給した住宅の客観的な残価評価を行いストック流通時に価格差が生じた場合は差額

保証を行う提案や、価格査定後６ヶ月以内に売却できない場合に買い取ることを保証す

る提案があったが、評価においては、このような身の丈にあった現実的な提案を優位に

評価した。 
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【参考資料】 

超長期住宅先導的モデル事業における提案内容のとりまとめ 

（平成２０年度 新築戸建住宅部門） 

 

１．本とりまとめの趣旨 

 

平成２０年度の超長期住宅先導的モデル事業（第１回及び第２回の募集）においては、とり

わけ新築戸建住宅部門に全国から数多くの応募が寄せられました。 

モデル事業の政策波及効果を一層高めるため、ここに、寄せられた応募提案の中から住宅の

長期使用に有用と考えられる提案内容をとりまとめ、住宅の生産供給に携わる方々等に情報提

供することにしました。 

今後のモデル事業に応募しようとする方々をはじめ、多くの実務者等において、本とりまと

めを参考にしていただくことを期待するものです。 

 

２．本とりまとめの利用にあたっての留意事項 

 

本とりまとめをお読みいただくにあたっては、以下の事項に留意ください。 

 

① 新築戸建住宅部門における応募の大部分を木造が占めたことから、本とりまとめでは、基

本的に、木造戸建住宅を対象に記述しています。ただし、ソフト面を中心に、他の構造にも

共通する内容が多く、十分参考になるものと考えます。 

 

② 寄せられた応募提案には、住宅の長期使用に一定程度有用と判断された場合であっても、

数多く同様の提案がなされており先導的とは評価されなかったものや、住宅全体として見た

場合にバランスに欠けていたものなど、結果として採択されるに至らなかったものが多数あ

りました。 

このことを踏まえ、本とりまとめにおいては、採択された応募提案のみならず、採択され

なかった応募提案の中からも、有用な提案内容で数多くの応募者から提案のあったものや汎

用性が高いと考えられるものを取り上げています。 

 

③ 平成２０年１２月に「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」が公布され、近く法律に

基づく認定基準が制定されますが、平成２０年度のモデル事業は法律に先行して実施された

ので、公募要件として、認定基準そのものではなく別紙の「基本性能の基準」（１１ページ

参照）が用いられたことに留意ください。ただし、本とりまとめの記述が認定基準と齟齬を

きたすことは基本的にないものと考えています。 

  また、さらに認定基準との関係で言えば、モデル事業においては、認定基準にない項目、

例えば設計上の工夫、生産供給体制・維持管理体制の整備、住まい手の啓発なども評価の対

象にしています。これらは実務をこなしていく上で極めて大切な項目であり、本とりまとめ

でも重要視しているところです。 
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（注）なお、今後のモデル事業においては、認定基準が応募要件に組み込まれるものと見込

まれます。 

 

④ 本とりまとめでは、平成２０年度のモデル事業の全体像を概観できるようにしたいとの考

えもあり、応募様式の項目立てに沿って、有用な提案内容を盛りだくさんに記述しています。 

住宅の生産供給に携わる方々等におかれては、自らの会社や手がけている住宅の特徴等を

考慮しながら本とりまとめで紹介している提案内容も適宜参考にされ、主体的な創意工夫の

もと、ここでのテーマである住宅の長期使用の観点はもちろんのこと、施工性やコストなど

様々な観点からの要請にも適う住まいづくりを目指されるよう期待します。 

 

３．提案内容のとりまとめ 

 

基本性能項目ごとの提案内容のとりまとめは以下のとおりです。 

 

提案内容のとりまとめ 

 

（１）構造躯体の耐久性 

住宅の長寿命化のためには、木造については、腐朽・蟻害による木材の劣化対策、水分の

浸入防止対策など、物理的に長持ちさせるための配慮を多くの部位でバランス良く対策を行

うことが重要である。 

木造については、基本性能に示された住宅性能表示の劣化対策等級３（外壁の軸組や土台

の防腐防蟻、床下・小屋裏の換気など）の措置が要件となっている。 

耐久性においては、前述の通り多くの部位でバランス良く対策を行うことが重要で個別の

要素のみの対策では耐久性の向上につながらない場合もあるが、個別の要素としては次のよ

うな対策が提案されていた。 

 

・基礎対策 

床下空間への湿気対策や蟻害対策として基礎対策は重要である。 

 基礎については、べた基礎の提案が多かった。内装・設備の維持管理容易性の項目で人

が床下に入って点検できるよう床下空間の有効高さを確保するとともに、点検口を設ける

提案が多かったが、これは耐久性の向上においても有用である。 

基礎については、鉄筋コンクリート造としている場合、かぶり厚を相当程度以上の提案

としているもの（例えば基礎の立上がり幅で約150㎜以上）、基礎のコンクリートの水セ

メント比を低く押さえる、高強度のコンクリートを使用するなど高品質なコンクリートを

施工しようとするもの、屋外からの風雨や温度変化などの外力から躯体を保護するために

断熱を行うものなど、基礎の耐久性を高める観点からの提案が多かった。 

地盤や土台の防蟻措置として、しろありの侵入を防止する基礎構造、耐久性の高い樹種

の木材使用、適切な薬剤処理等の提案もあった。 

・壁体内通気対策 

壁体内の通気層を設ける工法を採用することにより、壁体内結露を防止する提案が多く
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あった。相当程度大きな通気層とするものもあったが、大きければ効果が高いというもの

ではないことに留意が必要である。 

なお、この工法と併せ、パッシブ省エネルギー設計や外断熱などの省エネルギー対策を

提案しているものも多くあった。 

・使用木材等 

木造住宅の品質確保の観点からは、木材そのものの品質を確保することは重要である。

このため、十分乾燥させた材の使用や、所要強度が確保できる材を使用する提案が多かっ

た。また、柱の断面を大きくすることや、高耐久樹種を利用するといった提案も数多くあ

った。 

使用する金物の防錆措置等を行う提案も多かった。   

・その他の措置 

外装材の耐久性を確保する観点から、耐候性の高い屋根材や外壁材の利用などの工夫を

した提案があった。 

雨水をできるだけ建物にあてない、あるいは速やかに排出するための勾配屋根、深い軒

の出（例えば900mm以上）などの工夫、水切りや水返しなど雨水の侵入を絶つ工夫、腐朽

しやすい部分の部材を簡単に取り替えられるような工夫など、従来から行われてきた工夫

がなされた提案もあった。 

今後の技術開発と活用が見込まれる、センサー等を用いた住宅または壁、床下等の部

位のモニタリングに関する提案もあった。 

 

（２）住宅の耐震性 

提案にあたり基本要件については、住宅の耐震性を高めるための措置を講じることとし、

内容は限定していなかったが、住宅性能表示制度を活用し、耐震等級（倒壊等防止）の等級

２または等級３を満たすとする提案が多くあった。 

高倍率の耐力壁、大断面部材の使用などの提案が多かったが、住宅の耐震性の確保、向上

においては、それらについて住宅全体のバランスを考慮して用いることが重要である。また、

免震、制振装置等の導入にあたっては、長期にわたる性能、機能の維持への配慮が必要であ

る。 

 

 ・免震装置、制振装置の採用 

免震装置や制振装置を取り入れた提案が多くあった。 

制振装置については、摩擦ダンパー、粘性ダンパーの採用による損傷の軽減、粘弾性テ

ープによる躯体変形の抑制、振動エネルギーを吸収する特殊金物による損傷軽減など、建

物変形を制御・抑制する提案が多くあった。 

耐震等級２や３を満たし、さらに躯体の変形を抑えることを目的として制振装置を取り

入れた提案があった。 

・構造計算による安全性等の確認 

建築確認申請上４号建築物として構造設計が壁量計算で足る場合にあっても、構造計算

により安全性を確認するという提案が多くあった。 

検証方法は、許容応力度等計算、限界耐力計算などがあり、併せて偏心率を建築基準法
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で求められている基準より低く抑えるといった提案が多くあった。 

 ・耐震要素の強化 

   在来構法においては、構造用合板や筋かいのたすき掛けなど、高倍率の耐力壁を組み込

むことにより耐震性を高める提案が多くあった。 

   床梁など床下地構造の組み方を工夫することにより床剛性を高める提案が多くあった。

・その他の提案 

第三者機関の認定等を受けた技術や材料、民間事業者等の開発した工法など、既往の材

料や技術を用いて耐震性を高めるために組み合せた提案があった。 

耐震技術の導入と併せて、技術導入後の維持管理に対する提案も多くあった。 

 

（３）内装・設備の維持管理の容易性 

公募時においては、維持管理対策等級として等級３相当の対策が講じられていることとさ

れていたが、具体的には、配管類をコンクリート内に埋め込まないこと、一定の掃除口、点

検口を設置すること等が必要である。 

 

・床下空間等の確保・点検口の設置 

点検を行いやすくする観点から、床下空間等の確保・点検口の設置を行う提案が多かっ

た。床下空間の確保は、耐久性の観点からも有効であり、床下ふところの一定の高さを確

保し、点検できるようにする提案が多かった（床下空間の高さについてはいずれも330mm

以上であったが、450～600mmという提案が比較的多かった。）。併せて、床剛性を高める

ことや鋼製束を採用することにより、床束や根がらみをなくし、点検・部材の取り替え等

を容易にする提案もあった。 

・システム配管の採用 

配管の維持更新のしやすさの提案として、さや管ヘッダー方式の給水・給湯システムの

採用、排水ヘッダー方式の排水システムの採用、基礎貫通部材の採用を行った提案が多か

った。これらのうち、複数または全てを組み合わせている提案もあった。（さや管ヘッダ

ー方式は、架橋ポリエチレン管をさや管に通して施工する配管システムとヘッダーによる

分岐ユニットを組み合わせたシステム工法で、ヘッダーから端末まで１本の管でつながれ

ており、点検が基本的に端末とヘッダーのみで済み、施工や交換がしやすいものである。

排水ヘッダー方式は、従来の配管工法と比較し基礎貫通部分を減らし、基礎貫通スリーブ

を用いることで、基礎コンクリートを壊すことなく、配管を交換することが可能である。）

・設計上の工夫 

センチュリーハウジングシステムの考え方にも示されているように、部材・部品につい

ては、耐用年数を明確にし、耐用年数の異なるものの取り替えに際しては、耐用年数の長

い部材等を痛めることなく、短い部材等を交換できるようにする工夫がなされていること

が必要である。そうした提案も設計上の工夫としてあったが、このような部品等の耐用年

数の違いによる更新対応については、この項目での記載がなされていなくても、維持管理

計画に反映する形で提案されているものが多かった。 

規格や寸法を統一することにより、設計や施工を効率化する、部品の更新の容易にする、

規格品の活用を可能とするなどの工夫を取り入れた提案があった。 
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また、将来に向けての配管・配線スペースの確保、立ち上がり配管のためのライニング

の設置、設備の供給処理系統の明確化、着脱容易な設備の利用、計測機器を用いた監視・

点検などの提案があった。 

 

（４）変化に対応できる良質な空間 

公募の要件としては、更新対策等級（共用配水管）３相当以上の措置が講じられているこ

とと、躯体天井高、住戸面積を様式に記載することとされていたが、戸建て住宅については、

共用配水管がないので、結果として、躯体天井高、住戸面積を記載するのみとなっていた。

多くの提案で、構造に邪魔されない比較的大きな空間を確保し、間取りの自由度を確保す

る工夫がなされていた。 

 

・世帯構成やライフスタイルの変化に対応できる平面・断面・構造計画等 

内部空間の自由度を妨げないよう、耐力壁を外部やコア部分などに集約する提案が多か

った。この際、あわせて、開口部の確保などの観点から、耐力壁の壁倍率をあげるなどの

工夫がなされている例もあった。ラーメン構造などの構法により、自由度の高い空間を確

保するといったものも比較的多かった。その他、トラスや梁の工夫など独自の構法により

室内空間を広くとるといった提案もあった。 

将来の改修や間取りの変更を意識して、構造上重要で壊すことができない壁と壊しても

支障のない壁を区分し、設計図等に明示するといった工夫をしている提案も多かった。 

平面的な自由度だけでなく、立体的に小屋裏や床下を利用し、収納などの空間を確保す

るといった取り組みもあった。 

・内装システム、施工方法の工夫等 

間仕切り等を将来移設・撤去しやすくするよう、床・天井勝ち（先行）の納まりとする

ものや、耐力壁や準耐力壁としないなどの提案が多かった。このような移設を予定する間

仕切りの提案では、設備配管の埋め込みを避けることや、移設に当たっての支障がないよ

うにするなどのきめ細かい配慮が記載されている例もあった。また、内装システムについ

ては、可動間仕切りや可動収納システムを活用し、間取り変更を容易にできるようにする

といった提案もあった。さらに、移設を前提とし、天井の高さを統一するなどの寸法に配

慮したもの、プランニングにおいてモデュラーコーディネーションやグリッド化を図るな

どの基本ルールを定め、住まい手が将来の間取りの変更をイメージしやすくするなどの工

夫をした提案もあった。 

・その他の将来対応 

将来的な増築や改築に対し、構造等においてあらかじめ準備しておくという提案もあっ

た。例えば、将来の床荷重の増加を見込んだ積載荷重の設定や、増築を前提とし接続部に

ついて考慮した提案なども一部にはあった。 

なお、可変性とあわせて、多様なライフスタイルを住み替えによって実現していくこと

を前提として、普遍的なプランニングを追求しようとする提案もあったことを付言してお

く。 
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（５）超長期に利用される住宅において対応しておくべき性能 

省エネルギー対策、高齢者への配慮、街並みや景観への配慮は、住宅の長寿命化のために

必要な性能というよりは、むしろ、長期に存在するストックとして求められる性能である。

 

①省エネルギー対策 

公募の要件としては、住宅性能表示の省エネルギー対策等級で、等級４相当以上の措置

が講じられていることとされている。省エネルギー対策は、結露防止等の点から耐久性に、

また、適切な温熱環境の確保の点から居住性の向上にも寄与するものとして多くの提案が

あった。 

  ・断熱・気密の強化 

 断熱性、気密性を省エネルギー対策等級の等級4以上の水準を確保する提案、熱損失係

数（Ｑ値）、相当隙間面積（Ｃ値）や開口部の仕様について高い水準を実現する提案が多

かった。また、耐久性の向上の効果も含めて外断熱工法を採用する提案が多かった。 

・通風や日射に配慮した設計 

建設地の気候等に配慮し、住宅内の通風の確保や日射角度を想定したひさしの設置、外

構の植樹など、パッシブデザインによるプランニングを行った提案、夏期日射取得係数（μ

値）について高い水準を実現する提案、遮熱効果のある部材の採用する提案が多くあった。

・高効率機器の設置 

   維持管理や更新の仕組みを用意する必要はあるものの、屋根集熱・蓄熱により通気する

システムや省エネルギー効率の高い給湯器等の設置など、住宅の使用開始当初に、高い省

エネルギー効果を確保できる提案もあった。 

・その他の提案 

省エネモニターの設置、「CASBEE-すまい(戸建)」による住宅の環境評価の実施など、

住まい手に省エネなどの環境配慮に関する理解を求める工夫をしている提案があった。 

   

②高齢者への配慮 

公募の要件としては、高齢者等配慮対策等級（共用部分）で躯体部分において等級３相

当以上の措置を講じることとされている。戸建て住宅においては、将来容易に改修できる

ことを考慮して、基本性能において特段の要件は付されていなかったが、いくらかの提案

があった。 

具体的には、高齢期においても住み続けられるようにすることに配慮して、便所等の水

回りと主要な居室の動線の配慮や可変性の確保などの提案があった。また、あらかじめ一

定のバリアフリー化を行っているもの、ヒートショックの低減のための温熱環境を確保す

るものなどがあった。 

 

③街並みや景観への配慮 

公募の要件としては、都市計画、基盤整備の観点から支障が懸念されるものは対象外と

されていた。また、システムの提案においては、具体の建設地が定まっていないために、

この項目を提案することが難しい面があった。特に地域の風土などに調和した建て方に言

及したものは必ずしも多くなかったが、地域の風土にあった伝統的に使われている外装材
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を用い、時間を経て風格が出る街並みの形成を目指したもの、地域独特の敷地割りに対応

しつつ現代の生活と調和させようとしたものなどもいくつかの提案があった。 

提案内容としては、デザインコードやガイドラインにより周辺と調和した街並みの実現

を目指す提案があった。併せて、外構における緑化面積の確保やシンボルツリーの植樹な

どの提案もあった。 

団地型の提案において、外構などへの居住者参画を通じて、まちの維持管理、エリアマ

ネジメントなどのコミュニティ支援に発展させようとする提案があった。 

 

（６）維持保全計画の作成 

公募の要件としては、長期にわたる維持保全計画の策定に対して提案者が講じる措置を記

載することとされていた。維持保全計画の作成と記録の作成及び保存は、ハードの性能に比

較して、取り組みの蓄積が十分ではないが、一方で意欲的な提案も多くあった。具体的に行

う内容と併せて、関連会社や提携する組織などの外部の者との連携を含め、その取り組みに

当たって体制整備を行うとする提案も数多くあった。 

 

・長期修繕計画の立案 

計画期間を３０年以上として、躯体や内装の設備・部材等部位ごとに耐用年数に応じた

点検・修繕時期等の計画に係る立案がなされている提案が多かった。具体的には、構造躯

体（基礎、柱・梁・土台）、外部仕上げ（屋根、外壁）、内部仕上げ（床、壁）、建具（外

部建具、内部建具）、設備（設備ユニット、配管）などである。 

・点検や維持管理 

長期修繕計画と関連して、点検、更新修繕時期を提案しているものが多数あり、主な時

期は、概ね３ヶ月、６ヶ月、１年、２年、５年、１０年。さらに、５年おきなどの点検を

提案しているものが大勢を占めた。これらは一定期間（例えば、１０年、２０年など）は

無償とし、その後は有償とするとする提案がほとんどであった。この定期点検とは別に、

大地震等の災害時などの緊急点検について言及しているものもあった。 

点検は、施工者が訪問して行うものが主体であるが、倒産等で施工者が点検できないよ

うな場合に関連会社や提携する工務店等の組織によりバックアップする仕組みを提案す

るものもあった。 

所有者に点検時期等を郵送や電子メール等により通知する提案が多かった。 

点検方法には、目視とあわせて、センサー等を活用したモニタリングに行うという提案

もあった。 

・住まい手の維持管理等のサポート 

維持管理の啓発として、自主点検チェックシートや住まいの手入れ書を渡すといったも

のから、住まいへの愛着を醸成するなどにより、居住者の維持管理意識を向上させるとい

った取り組みもあった、具体的には、維持管理等についての相談窓口などの設置といった

受け止め型のものから、居住者の自主点検への働きかけとしてセミナーやＩＴを活用した

支援を行うなどの例もあった。 

・その他の提案 

住宅の基本構造部分（構造体、防水、防蟻等）の保証については、一定期間の保証をお
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こなっていくという提案があり、特に外部機関を活用するものが多かった。少数ではある

が、自社による点検を前提に１０年を超えて継続・延長するといった提案もあった。また、

修繕が確実に行われるよう具体的に修繕費用のシミュレーションを行い、修繕積立計画を

作成・提示するものや、少数ではあるが金融機関と連携して積み立て、リフォームローン

を提案するものもあった。 

 

（７）記録の作成及び保存 

公募の要件としては、所有者等による記録の作成及び保存に対して提案者が講じる措置を

記載することとされていた。例としては、分譲事業者が提案者の場合、設計及び施工を行っ

たものの概要、設計・施工の内容を記載した書類を購入者に引き渡すことを約束することな

どが挙げられる。 

 

・住宅の履歴情報の内容 

建設時の履歴情報の整備のみを提案しているものから、維持管理計画と連動させ、点

検・修繕等の記録の蓄積を含めた提案まで様々なものがあった。１回目は初期情報を中心

とした提案が多かったが、２回目は長期的な情報蓄積に言及するものが増加した。 

初期情報としては、設計図書、構造計算書、工事写真、契約書等があげられていた。ま

た、その後の点検・修繕等については、点検記録、修繕工事関係書類、写真等があげられ

ていた。少数ではあるが、木材などの品質確保等のために部材のトレーサビリティを確保

するという提案もあった。 

・住宅履歴情報の保管形態 

保管形態としては、紙媒体のもの、電子データによるもののいずれもあった。紙媒体の

ものについては、書類をファイル化して施主に手渡すものから、住宅内に特定の保管場所

を設け確実に保管されるように配慮するとした提案があった。電子データによる保管は、

設計図書や契約書等を電子データ化（ＰＤＦ等）し、サーバに蓄積するというものであり、

あわせて工事記録については、デジタルカメラや携帯電話のカメラ機能等を利用して記録

していくものがあった。 

・住宅履歴情報の保管主体 

履歴情報の保管については、施主に手渡すものだけでなく、施工者（工務店等）が保管

するものが多かった。施工者が自社で住宅情報を保管・管理する場合は、倒産時などの要

因で記録が散逸しないための対応として、事業者によるネットワークを築き、サポート体

制を構築するという提案もあった。また、施工者以外に、関連会社、提携するグループや

所属団体等のデータセンター、性能評価機関やＮＰＯ法人等の第三者機関により重層的な

形で保管する提案もあった。 

電子データによる場合、保管するだけでなく、インターネットを通じて保管データの閲

覧等を居住者が行うことが出来るように措置した提案もあった。 

「（６）維持保全計画の作成」及び「（７）記録の作成及び保存」の提案にあたっては、

直接建設工事に当たる施工者（工務店等）以外に、バックアップする建材メーカーや性能

評価機関、住宅瑕疵担保保険法人、ＮＰＯ等様々な者との連携があったことが特徴的であ

る。構造設計などのプランニングのサポート等も含めて、長期優良住宅を供給する上での
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新しいビジネスモデルとして今後さらに展開していくものと考えられる。また、工務店や

設計者、部材や部品の供給者などがグループを組み、緩やかなネットワークのもと、相互

の情報を共有化し、住まい作りを展開してきている例が数多くあった。 

なお、住宅履歴書については、現在、その内容について「住宅履歴情報整備検討委員会」

において検討が進められており、提案者は当該委員会での検討状況を十分に踏まえて取

り組んでいくことが必要と考えられる。 

（参考 URL： 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000001.html）

 

（８）流通促進等に関する取り組み 

既存住宅の流通を視野に入れた提案は、現在のところ、限定的であるが、提案主体の特性

に応じ、自社を含むグループ企業全体での取り組みや第三者機関との連携による取り組みな

ど、今後の萌芽がみられた。具体的には、既存住宅の流通に必要な既存住宅の資産価値の評

価を行う提案や、実際に買い取り・借り上げを行うためのしくみを導入する提案があった。

 

・資産価値の評価・提示を行う提案 

一定の点検、メインテナンス、検査を前提に、資産価値を評価・提示する提案があっ

た。具体的には、技術的な蓄積をもとに自社の供給したものを対象にするもの、第三者

機関の既存住宅の評価を前提に参考となる価格を提示しようとするもの、既存住宅の流

通を行う関連グループ企業と連携するものなどがあった。 

 ・既存住宅の買い取りの提案 

既存住宅の買い取りについて、一定の条件下で自社の供給したものを対象に行うもの、

企業グループでのノウハウを活用して行うものなどがあった。また、新築または改修時

に、買い取り保証を行うものや、買い取った住宅を改修の上、再販するというビジネス

モデルを提案するものもあった。 

 ・既存住宅の借り上げの提案 

将来のライフステージの変化等に伴う住み替えニーズ等に対して、住宅を買い取るの

ではなく、資産として保有を継続してもらい、借り上げを実施するという提案があった。

この場合、自社で行うのではなく、既存の第三者組織による借り上げ制度と連携し、こ

れを積極的に活用する提案も多くあった。 

 

（９）その他 

 

①木造における、木材産業等との連携など循環型のしくみの構築 

地場の工務店、設計者等が、林業者、製材業者等の木材生産者側と連携し、地域で生産さ

れた材料等を適切な管理の下で安定的・持続的に活用するしくみについて、以下のような内

容を伴う提案があった。 

 

・木材産業等との連携 

林業者、製材業者などの川上側と川下側の住宅供給者が連携し、①直接の取引により流
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通過程の合理化を図り、山の保全と整備を促進する提案、②住宅供給者側がまとまった

需要を確保することにより、材の安定供給を促進する提案があった。またこれらと併せ

て、材の流通過程を含めた住宅の情報を一元的に蓄積・管理する取り組み、ＩＣチップ

の活用などによりトレーサビリティを高める取り組みなどがあった。 

 ・地産地消等の取り組み 

木材の利用にあたって、端材や廃材の積極的な活用など地産地消等循環型社会の実現

に向けた提案があった。 

なお、木材のみならず、地域で生産された他の材料についても、材料の供給者側と住

宅供給者との連携などの取り組みが考えられる。 

 ・技能の継承・住まい手の意識の向上 

将来に向けて、伝統的技術の継承や人材育成を実施するための実践や体制整備を行う

提案もあった。また、住まい手に対し、使用されている木材の量（材積）・価格等を開

示する提案や、住まい手が参加して材木用の植樹等を実施する提案など、住まい手の愛

着を醸成しつつ循環型社会の実現に資する住まい作りへの意識向上等を図ろうとする提

案があった。 

 

②防火性能等 

提案数は少なかったが、木造において省令準耐火による住宅の提案など、一定の防耐火性

能を持たせる提案があった。 

 

③住まい手の愛着を醸成する取り組み 

住宅が物理的に長寿命になるだけでなく、長くもたせたくなるような住宅とすることは重

要である。このような観点から、居住性が高く、世代を超えて継承されるようなデザイン、

材料、工法などの提案があった。 

具体的には、建築家グループと共に行う家づくりの提案や、比較的大径木で梁柱のあらわ

しとする、あるいは無垢材を使用し木のぬくもりが感じられるしつらえとするなど、魅力的

な空間構成とする様々な取り組みがあった。 

 

 

４．おわりに 

 

今回は、第１回及び第２回の募集において数多くの応募があった新築戸建住宅部門に限って

提案内容のとりまとめを行いましたが、住宅の新築部門(共同建て)、既存住宅の改修部門など

についても、今後のモデル事業の実施を通じて応募提案の集積を図り、同様に提案内容のとり

まとめを行っていきたいと考えています。 

また、今後のモデル事業においては、新築部門の中に、街並み・住環境形成、維持管理流通

強化、地域木造市場形成といったテーマに的を絞った部門が新たに設けられる方向であり、そ

うした新しい展開のもとでの提案内容についても適宜情報提供に努めていきたいと考えてい

ます。 
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